
 
 

 

 
 

環 境

経 営

 

日本における発電技術の 
ライフサイクルCO2排出量総合評価 

 

総合報告：Y06 

 
 

平成28年7月 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



2024 年 2 月 14 日 
 

正誤表 

 

  電力中央研究所報告 Y06 「日本における発電技術のライフサイクル CO2排出量総合評価」

におきまして、下記の誤りがございました。これまで本報告書をご利用いただきました皆様

にはご迷惑をおかけしましたことをお詫び申し上げ、訂正させていただきます。 

 

P4 2.2.2 評価式の定式化 式 2.1 

 

 

誤） Q：耐用期間の発電電力量＝設備容量[kW]×8760[h]×設備利用率×耐用年数 

正） Q：耐用期間の発電電力量＝設備容量[kW]×8760[h]×設備利用率×(1-所内率)×耐用

年数 

 

以上 
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Abstract 

When assessing pollutants’ emissions per unit of power generated, life cycle analysis (LCA) is employed to address not just power 

plant operation but the whole range of supply chain encompassing fuel mining, processing and transportation, plant construction, and 

further to plant dismantling and waste treatments. As a pioneer of such analyses, CRIEPI conducted a series of evaluation of life-cycle CO2 

emissions per unit of power generated, i.e. the LC-CO2 emission factors, for those generation technologies commercially available in Japan 

under 2009 parameters and data. Major findings are summarized as follows:  

(1) As for the LC-CO2 emissions of the thermal power generation technologies, their 'direct' component representing fuel 

combustion  accounts or roughly 80-90%., which causes their LC-CO2 emissions are several times larger than those without 

burning fossil fuel. The indirect parts of LC-CO2 emissions other than fuel combustion of the thermal power generation 

technologies occupy as small as 4-21%, which, however, influence merit orders among the generation technologies. 

(2) The LC-CO2 emissions of power generation technologies without fossil combustion are in the range of 11-59g-CO2/kWh except 

'Floating offshore' wind farm, which are in the range of 9-14% of those with fossil burning. 

These results allow broad comparisons among those technologies, as well as environmental burden assessments for power plant 

operators.   
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背  景 

発電に係る環境影響物質の排出量評価としては､発電プラントの運用段階の排出量の

みならず、その建設や廃棄、さらには燃料の採掘・輸送・加工・廃棄物処理などの発

電部門のサプライチェーンの全体、すなわち発電のライフサイクルを包含して評価す

る必要がある。しかしながら、同一の評価基準の下、対比可能な形で商用発電技術及

びほぼ技術的に確立された発電技術を網羅した電源別ライフサイクル二酸化炭素(LC-

CO2)排出量評価を行った例はほとんど存在しない。 

目  的 

2009 年基準の素材毎の CO2 原単位等の下で、現時点で商用発電技術として活用が期

待される技術を網羅した電源別 LC-CO2 排出量を評価し、相互比較を可能とするよう提

示する。 

主な成果 

・ 火力発電技術の LC-CO2 排出量は、発電用燃料燃焼分[直接]が多くを占めるため、

燃料燃焼を伴わない発電技術に比べて一桁かそれ以上大きい。また、発電用燃料燃

焼分以外[間接]による火力発電技術の LC-CO2 排出量は、全体に占める比率は 4～
21%と小さいものの、26～187g-CO2/kWh であり、発電技術間の優劣を左右し得る量

である。(図 1)。 
・ LNG 複合火力 1,300℃級及び 1,500℃級の LC-CO2 排出量は、それぞれ 456、430g-

CO2/kWh であり、ガスタービン入口温度の高温化による熱効率の向上を通じて、

LNG複合火力(従来)の LC-CO2排出量(511g-CO2/kWh)と比較して、10～15%小さい。 
・ 600℃級石炭火力の LC-CO2排出量は 881g-CO2/kWh であり、高温化による熱効率の

向上を通じて、石炭(従来・輸入炭)の LC-CO2 排出量(966g-CO2/kWh)と比較して 9%
程度小さい。 

・ 住宅用の太陽光発電(PV)システムに比べて、事業用 PVシステムの LC-CO2排出量は、

約 20g-CO2/kWh 程度大きい。事業用 PV システムでは、住宅用で不要な架台基礎・

大型の直交変換装置や変圧器等の投入物量が増加し、LC-CO2排出量が増加する。 
・ 風力発電の単機容量の出力増大は、支持鉄塔や基礎部コンクリートなど投入物量が

増大することにより、少なくとも LC-CO2排出量については改善につながらない。 
・ ウィンドファームの LC-CO2 排出量は、洋上設置浮体式ウィンドファームを除き、

燃料燃焼を伴わない陸上単機設置風力発電や原子力と同程度の LC-CO2 排出量であ

った。洋上設置浮体式ウィンドファームは、陸上設置の基礎に相当する浮体重量が

大きいため、陸上設置や洋上着床式と比べて 4倍程度となる。 
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注1) 図中の LC-CO2 排出量は、技術カテゴリ毎に算出した生涯発電電力量あたりの LC-CO2 排出量を、各技術カテ

ゴリに属するプラントの 2008年度末の総設備容量で加重平均した「電源別平均 LC-CO2排出量」である。 
注2) 原子力は、使用済燃料再処理、プルサーマル利用、高レベル放射性廃棄物処分等を含めて算出。 

図 1 各種発電技術の LC-CO2排出量 
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1. はじめに 

発電に係る環境影響物質の排出量評価としては､

発電プラントの運用段階の排出量のみならず、燃

料の採掘・輸送・加工・廃棄物処理などの一連の

活動(サプライチェーン)、すなわち発電のライフ

サイクル全体を包含して評価する必要がある。と

くに、運転時に二酸化炭素(CO2)を排出しない原

子力や再生可能エネルギー発電技術においては、

このことが本質的に重要となる。 

電力中央研究所では、電源別 CO2 排出量に係

るライフサイクル分析(Life Cycle Analysis, LCA)に

おいて、我が国でも先駆的に取り組み、1994 年

にその最初の成果[1]を刊行した。2000 年には、

この分析を更に発展拡充し、1995 年度の技術段

階および発電燃料の輸入状況などを基準として､

各発電技術のライフサイクルにおける CO2 およ

びメタン(CH4)排出量を推計した報告書[2]を刊行

している。加えて、2001 年には、原子力発電技

術についての詳細な評価[3]を加え、この報告書

[2][3]を併せて LCA による電源別ライフサイクル

CO2(LC-CO2)排出量評価の原典として広く世に知

られるに至った(なお、以下では文献[2][3]を併せ

て「2000 年評価」と表記する)。 

その後の評価対象技術の進歩や環境条件の変化

に伴い、2009 年に電源毎の LC-CO2排出量の再推

計を行い研究報告として取りまとめを行った

[4](2009 年評価)。この中では、従来の発電技術に

加えて、当時において最新の商用発電技術(超々

臨界圧(USC/600℃級)石炭火力発電技術、1,300℃

級及び 1,500℃級天然ガス複合火力発電技術)を新

たに評価した。その後、2012 年には、2009 年評

価[4]と同じ評価条件(電力・燃料・素材の排出係

数1)等)のもとで、メガソーラー発電技術(事業用

                                                           
 
1) 本報告書では、ISO/JIS 規格に準じ、各種環境影響

物質排出量(CO2、CH4)を重み付けにより求めた

「CO2 換算環境影響物質総排出量」を機能単位

(kWh)で除したものを LC-CO2 排出量(g-CO2e/ｋWh)

太陽光(PV)システム)について LC-CO2 評価[5]を

実施した。また 2014 年には、ウィンドファーム

(洋上着床式、洋上浮体式、陸上設置)を、新たに

評価対象に追加して評価[6]を実施した(以下、上

記[4][5][6]を合わせて 2009 年評価 3 分冊と呼ぶ)。 

本報告書は、これら 2009 年評価 3 分冊を、評

価手法や前提条件などを含め、総合的に提示する

ことで、より広い目的や使途に供することを目的

として取りまとめるものである。 

 

2. 発電技術のライフサイクル CO2 排出

量評価手法 

2.1 ライフサイクル CO2 排出量評価のシ

ステム境界 

ライフサイクル分析の評価の範囲、すなわち評

価対象のシステム境界を、図 2.1 に示す。 

評価の範囲は、燃料の生産から発電までとした。

ただし、石炭火力発電と原子力発電については、

発電後の廃棄物処理までを含めて評価することと

した。具体的には、2000 年評価[2]と同様に、石

炭火力発電所については燃焼後の石炭灰の処理を、

原子力発電の中間貯蔵段階までの評価に際しては

低レベル廃棄物(LLW)の処分を、考慮することと

した。また、原子力のリサイクルを含む評価では、

低レベル廃棄物(LLW)の処分に加え、現在計画中

の使用済み燃料国内再処理・プルサーマル利用(1

回リサイクルを前提)、高レベル放射性廃棄物処

分等を含めて評価を行った。 

評価範囲の内、サプライチェーンについては、

終端を 2000 年評価と同じく送電端とし、送配電

あるいは電力の最終消費等については評価の範囲

外とした。なお、作業員や従事者の活動に伴う人

                                                                                         
 

として、用語を統一して表記する。また、単位当

たり電力・燃料・素材の環境影響物質排出量(g-
CO2/単位、g-CH4/単位)は、用語として排出係数に

統一して表記する。 
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的活動による CO2排出は評価の範囲外とした。 

基礎素材からタービン、ボイラーなどのプラン

トを構成する機器・部品を製造する工程について

は、2000 年評価での取り扱いと同様に、同種の

素材(鉄鋼であれば銑鉄、鋳鉄、ステンレスなど)に

ついて、補完係数を考慮して、製造時の間接 CO2

排出量を素材製造時の CO2 排出量(素材体化排出

量)に加算して評価した。 

2.2 ライフサイクル CO2 排出量評価手法

と定式化 

2.2.1 ライフサイクル CO2 排出量評価の

概要 

図 2.2 にライフサイクル CO2 (LC-CO2) 排出量

評価手順の概要を示す。評価手順は 2000 年の電

源別 LC-CO2排出量評価[2]と同じであるが、以下

に発電技術の LC-CO2 排出量評価手順の概要を示

す。 

 

(1) 各種素材の CO2排出係数の算出 

[図 2.2(1)] 

① 公開情報を基に電力・燃料の CO2 排出係

数を想定[図 2.2ⓐ]。 

② 公開されているインベントリデータ(素材

を 1 単位生産するために投入されるエネ

ルギー・燃料及び別の素材の物量データ)

の情報を収集[図 2.2ⓑ]。 

③ 上記②のエネルギー・燃料種別毎の投入

量と上記①のエネルギー・燃料の CO2 排

出係数を乗算・合算した後、素材生産量

で除することで、単位物量あたりの CO2

排出係数を算出。 

④ 収集したインベントリデータに、エネル

ギー・燃料以外の中間素材が含まれてい

る場合は、マテリアルチェーンの最上流

から上記①～③を実施して、最終素材の

CO2排出係数を算出 [図 2.2 (1)] 。 

 

図 2.1 評価対象発電技術のシステム境界 

 

アップストリーム ダウンストリーム
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(2) 素材別投入量の推定と設備建設に伴う

CO2排出量の算出(間接分 LC-CO2排出量)  

[図 2.2(2)] 

① カタログ・文献等の公開情報及びヒアリ

ング調査から物量・技術情報を収集[図 2.2

ⓒ]。 

② 得られた物量・技術情報から、複数の説

明変数を用いて回帰分析。検定を経て、

有意な説明変数の組み合わせを探索。物

量推定式を導出。 

③ 得られた物量推定式を用いて、技術要素

毎に素材別投入量を算出[図 2.2ⓓ]。 

④ 必要な素材別投入量と素材の CO2 排出係

数から素材分の CO2排出量を算出。 

⑤ 必要な素材別投入量、素材の CO2 排出係

数機器(タービン、ボイラー等)及び製造時

の CO2 排出係数(補完係数) から機器製造

時の CO2排出量を算出[図 2.2ⓔ]。 

⑥ 上記、④及び⑤を加算して、設備建設に

伴い排出される CO2 排出量を算出 [図

2.2(2)]。 

 

(3) 燃料輸送時の CO2 排出量の算出(間接分

LC-CO2排出量)[図 2.2(3)] 

① 公開情報から燃料の調達国比率、発熱量、

船舶の規模、燃料輸送国と日本との外航

船輸送距離等を収集[図 2.2 ⓔ]。 

② 収集情報と素材及び燃料・電力の CO2 排

出係数から CO2排出量を算出[図 2.2 (3)]。 

 

(4) 廃棄物処理・処分時の CO2 排出量の算出

(間接分 LC-CO2排出量)[図 2.2(4)] 

① 公開情報から廃棄物処理量等を収集[図 2.2 

ⓕ]。 

② 廃棄物処理量と素材及び燃料・電力の

CO2排出係数から CO2排出量を算出[図 2.2 

(4)]。 

図 2.2  LC-CO2 排出量評価手順の概要 

ⓕ発電技術の技術条件

( 出力 、 熱効率等) 

回帰分析
物量 

推定式 
ⓒカタログ 

文献等 

ⓓ素材別

投入量(t)

ⓐ電力・燃料の 
CO2 排出係数 

ⓒヒアリング調査等 

(2)設備建設に伴う 
CO2 排出量(t) 

ⓔ燃料採取・輸送等の条件 

( 調達国比率 、発熱量 

船舶の規模等)

ⓖ耐用期間発電電力量

(MWh) 

(6)発電技術の LC-CO2 排出量 

(3)燃料採取 
・輸送時の

CO2 排出量(t) 

(5)燃料燃焼に伴う 
CO2 排出量(t) 

産業連関表 ⓑJLCA-LCA 
データベース 

(1) 
素材の CO2 排出係数 

(4)廃棄物処分時の 
CO2 排出量(t) 

各種統計

ⓔ機器(タービン、ボイラー等)
製造時の CO2排出係数(補完係数)
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(5) 燃料燃焼時の CO2 排出量の算出(直接分

LC-CO2排出量)[図 2.2(5)] 

① 公開情報から発電技術の発電端熱効率を

収集[図 2.2 ⓕ]。 

② 発電端熱効率と燃料の CO2 排出係数から

CO2排出量を算出[図 2.2 (5)]。 

 

(6) LC-CO2排出量の算出[図 2.2(6)] 

① 公開情報から発電技術の所内率を収集[図

2.2ⓕ]。 

② 上記(5)で用いた出力 、熱効率及び所内率

と耐用期間を用いて耐用期間発電電力量

を算出[図 2.2ⓖ]。 

③ 上記(2)～(5)で求めた CO2 排出量を加算し、

総 CO2排出量を算出。 

④ 上記③を上記②で除することで、発電技

術の LC-CO2排出量を求める[図 2.2 (6)]。 

2.2.2 評価式の定式化 

前節において示した評価手順に従った発電技術

の LC-CO2排出量推計式を式 2.1 に示す。 

Q

DDD

UUU
PPPE

LCCO i
di

i
mi

i
ci

i
di

i
mi

i
ci

dmc





































2  

(式 2.1) 

2LCCO ： 発電技術のライフサイクル CO2排出量

[g-CO2/kWh] 

Q ： 耐用期間の発電電力量＝設備容量[kW]×

8760[h]×設備利用率×耐用年数 

E ： 発電用燃料燃焼に伴う CO2排出量[g-CO2] 

cP ： 発電所の建設に伴う CO2排出量[g-CO2] 

mP ： 発電所の運用に伴う CO2排出量[g-CO2] 

dP ： 発電所の解体に伴う CO2排出量[g-CO2] 

ciU ： アップストリーム(燃料の採取・輸送等)に

おける設備 i の建設に伴う CO2 排出量[g-

CO2] 

miU ： アップストリーム(燃料の採取・輸送等)に

おける設備 i の運用に伴う CO2 排出量[g-

CO2] 

diU ： アップストリーム(燃料の採取・輸送等)に

おける設備 i の解体に伴う CO2 排出量[g-

CO2] 

ciD ： ダウンストリーム(廃棄物の処理・処分等)

における設備 i の建設に伴う CO2 排出量

[g-CO2] 

miD ： ダウンストリーム(廃棄物の処理・処分等)

における設備 i の運用に伴う CO2 排出量

[g-CO2] 

diD ： ダウンストリーム(廃棄物の処理・処分等)

における設備 i の解体に伴う CO2 排出量

[g-CO2] 

 

(1) 発電所建設に伴う CO2排出量 

発電所建設に伴う排出量(式 2.1： cP )を求める

ためには、3 つの要因を考慮する必要がある。 

第 1 の要因は、機器(鉄塔、発電機等)を製造す

る際に必要となる素材(鉄、銅等の原料)を製造す

る際の排出分(素材の CO2 排出原単位×素材の必

要量)である。 

第 2 の要因は、素材から機器(鉄塔、発電機等)

を製造する際の排出分である。機器製造時の排出

分は、素材から機器を作る際に用いられる主要な

素材(平均素材)と素材の必要量、及び平均素材と

機器製造時 CO2 排出量の比率(補完係数)により求

められる。 

第 3 の要因は、機器類を組み立てる際に必要と

なる建設機材が燃料を消費した際に排出される分

である。 

これら 3 つの要因を考慮した発電所建設に伴う

CO2排出量算出式を式 2.2 に示す。 
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(式 2.2) 

kM ： 素材 k の必要量 

kMF ： 素材 k の CO2排出原単位 

'kNF ： 平均素材 k'の CO2排出原単位 

'kR ： 補完係数 

jC ： 建設機材が消費する燃料種 j の量 

jCF ： 建設機材が消費する燃料種 j の

CO2排出原単位 

k ：素材の種類、 'k ：平均素材の種類、 

j ：燃料の種類 

式 2.2 中の第 2 項(   
k

kkk RNFM '' )は、素材

から機器(鉄塔、発電機等)を製造する際の CO2 排

出量の算出項である。第 2 項中の補完係数の算出

方法については既刊報告書等 [2][7]を参照された

い。 

 

(2) 発電所運用に伴う CO2排出量 

燃料燃焼以外の発電所運用に伴う CO2 排出量

mP は、当該プロセスにおいて必要となる消耗資

材 l の必要量( lM 、発電所運用の場合は脱硝用石

灰等)と、メンテナンスにおいて消費する燃料種

j の量( jC )を用いて、次式に従って求められる。 

   
j

jj
l

llm CFCMFMP  (式 2.3) 

lMF ： 消耗資材 l の CO2排出原単位 

jCF ： メンテナンスにおいて消費する燃料

種 j の CO2排出原単位 

l ： 消耗資材の種類 

j ： 燃料の種類 

 

(3) 発電所解体に伴う CO2排出量 

発電所の解体に伴う排出量は次式に従って求め

られる。 

   
j

jj
l

lld CFCMFMP  (式 2.4) 

lM ： 消耗資材 l の必要量 

lMF ： 消耗資材 l の CO2排出原単位 

jC ： 解体機材が消費する燃料種 j の量 

jCF ： 解体機材が消費する燃料種 j の CO2排

出原単位 

l ： 消耗資材の種類 

j ： 燃料の種類 

 

(4) アップストリーム(燃料採取・輸送)の設

備建設に伴う CO2排出量 

燃料の採取から輸送(アップストリーム)に用い

られる施設・船舶の建設に伴う CO2 排出量は次

式に従って求められる。 
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(式 2.5) 

ikM ： プロセス i の設備素材 k の必要量 

kMF ： 素材 k の CO2排出原単位 

'kNF ： 平均素材 k の CO2排出原単位 

'kR ： 補完係数 

jC ： 建設機材が消費する燃料 j の量 

jCF ： 建設機材が消費する燃料 j の CO2排出

原単位 

G ： 発電用燃料消費量 

i ：プロセスの種類、 k ：素材の種類、 

j ：燃料の種類 

 

(5) アップストリーム(燃料採取・輸送)の設

備運用に伴う CO2排出量 

アップストリームに係る施設の運用に伴う排出

量は、次式に従って求められる。 

 

'kR )
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(式 2.6) 

ikM ： プロセス i で用いられる素材 k の必

要量 

kMF ： 素材 k の CO2排出原単位 

Z ： 発電燃料 1 単位あたりの他起源排

出量 

jC ： プロセス i の運用で消費する燃料 j

の量 

jCF ： プロセス i の運用で消費する燃料 j

の CO2排出原単位 

G ： 発電用燃料消費量 

i ：プロセスの種類、 k ：素材の種類、 

j ：燃料の種類 

ここで、 Z は化石燃料を 1 単位採掘する際に

漏えいする CH4 排出量を温暖化係数(GWP1002))

にて CO2量に換算した値を用いる。 

 

(6) ダウンストリームの設備建設に伴う CO2

排出量 

ダウンストリームに係る施設の建設に伴う排出

量は、ダウンストリーム設備 i の建設に伴う素材

k の必要量( ikM )､設備の建設における建設機材が

消費する燃料種 jの消費量( ijC )、及び石炭火力の

発電に伴い発生する廃棄物W (石炭灰)を用いて、

次式に従って求められる。 

                                                           
 
2) GWP( Global Warming Potential)とは、温暖化影響物

質の温室効果を表す指標である。積算年数を 100年
としたときに、対象とする温暖化影響物質が二酸

化炭素(CO2)の何倍の温室効果を持つかを表す。本

ライフサイクル評価では、2009 年基準での評価で

あるため、メタン排出量は 1[g-CH4]=21[g-CO2]とし

て加算し、CO2排出量に正規化する。 
なお、 現在は、IPCC第 4次評価報告書第 1作業部

会報告に従い、メタン排出量は 1[g-CH4]=25[g-CO2]
として正規化する。 
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(式 2.7) 

kMF ： 素材 k の CO2排出原単位 

'kNF ： 平均素材 k の CO2排出原単位 

'kR ： 平均素材 k の補完係数 

jCF ： 建設機材が消費する燃料 j の CO2

排出原単位 

W ： 廃棄物処理量 

i ：プロセスの種類、 k ：素材の種類、 

j：燃料の種類 

 

(7) ダウンストリームの設備運用に伴う CO2

排出量 

ダウンストリームに係る施設の運用に伴う排出

量は、次式に従って求められる。 

   













i j

jij
k

kik
i

mim WCFCMFMDD   

(式 2.8) 

ikM ： プロセス i で用いられる素材 k の必

要量 

kMF ： 素材 k の CO2排出原単位 

jC ： プロセス i の運用で消費する燃料 j

の量 

jCF ： プロセス i の運用で消費する燃料 j

の CO2排出原単位 

W ： 廃棄物処理量 

i ：プロセスの種類、 k ：素材の種類、 

j：燃料の種類 

 

(8) ダウンストリーム設備解体に伴う CO2 排

出量 

ダウンストリームに係る施設の解体に伴う排出

量は、次式に従って求められる。 
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(式 2.9) 

ikM ： プロセス i の設備素材 k の必要量 

kMF ： 素材 k の CO2排出原単位 

jC ： 設備解体機材が消費する燃料 j の

量 

jCF ： 設備解体機材が消費する燃料 j の

CO2排出原単位 

W ： 廃棄物処理量 

i ：プロセスの種類、 k ：素材の種類、 

j：燃料の種類 

 

(9) 各種発電技術の平均 LC-CO2排出量 

同種の発電プラントであっても、竣工時点や設

備容量によって、設備の物量や技術条件などの特

性が異なる。評価対象の発電技術について、その

標準的な LC-CO2 排出量を求めるためには、設置

されている設備ストックについて、各々の発電技

術類型毎に LC-CO2排出量を算出し、式 2.10 に従

って当該発電技術の出力毎の加重平均値としての

LC-CO2排出量を求めることとする。 

 


 


j
ij

j
ijij

i KW

LCEUKW
LCEU  (式 2.10) 

iLCEU ： 発電技術 i の平均 LC- CO2 排出

量 

ijLCEU ： 発電技術 i の類型 j の LC- CO2

排出量 

ijKW ： 発電技術 i の類型 j に属するプ

ラントの総設備容量 [kW] 
ただし、石油火力発電所については、石油火力

発電所に投入された 1 次エネルギーの熱量比を用

いて、発電技術の平均 LC-CO2 排出量を求めるこ

ととする。また、石炭火力については、600℃級

で国内炭を用いている発電所は無いが、従来の石

炭火力では一部、輸入炭に国内炭を混焼している

発電所がある。このため、石炭火力の平均 LC-

CO2 排出量算出に際しては、国内炭の使用実績を

考慮して、石炭火力(従来)で国内炭が消費される

ものとして、調整を行った。 

 

3. 発電技術の技術条件 

3.1 石炭火力発電 

1999 年以降、石炭火力発電技術に関わる進歩

としては、蒸気タービン入口温度の高温化による

熱効率の向上が挙げられる。図 3.1 には 1960 年

から現在までに設置された石炭火力発電所の蒸気

タービン入口温度の変遷を示す。 

2000 年代に入り、蒸気タービンの高圧入口温

度は 600℃が主流となっている。タービン入口温

度 600℃クラスのボイラ、蒸気タービン、配管は、

高温・高圧化に対応するため、鉄鋼素材の組成改

良[9]により耐久性を増している。しかし、ベー

スとなる材料は鉄鋼材料であり、鉄鋼材料以外の

全く別の素材に置き換わったわけではない

[10][11]  。 

 

図 3.1 石炭火力発電所における蒸気タービン入口温

度の向上 
(出所：電力新設備要覧[8]より当所作成) 
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熱効率については、2000 年評価[2]以降、全国

平均の石炭火力発電の総合熱効率が上昇している。

これは、2000 年代に入り、600℃級(超々臨界圧：

USC: Ultra SuperCritical)の導入が進んだことによ

る。2000 年評価では熱効率 39.6%、所内率 6.9%

と想定していたが、600℃級を除く石炭火力発電

(従来)については、今回評価でも 2000 年評価と

同じく熱効率 39.6%、所内率 6.9%とすることと

した。ただし、600℃級については実績値[12]を

踏まえて、発電端での熱効率を 42.4%、所内率を

5.1%として評価を行った。(表 3.1) 

なお、今後、蒸気タービン入口温度 700℃級

( 先 進 超 々 臨 界 圧 ： A-USC: Advanced Ultra 

SuperCritical)のプラントが本格的に導入された場

合には、蒸気タービンや配管の素材が大きく変わ

ることが予想されるため[10]、素材の種類と物量

を精査した上での再評価が必要となるものと考え

られる。 

また、現在、国内で稼動中の石炭火力では、石

油やバイオマス資源を混焼する発電所が含まれて

いるが、ここでは石炭専焼火力のみを対象とした。 

3.2 石油火力発電 

石油火力発電の熱効率と設備利用率については、

ヒアリング調査により得られた 2008 年度の実績

を考慮して想定することとした。今回評価におい

ても、設備利用率は 2000 年評価[2]と同様に設備

利用率は 70%と設定しているが、実績値[13]は

29.8%であり、評価対象のモデルプラントとは設

備利用率の実績値に差がある。このため、設備利

用率の違いによる熱効率への影響が考えられるが、

ここでの LC-CO2 評価は同条件の下での発電技術

の性能比較を目的としている。このため、石油火

力発電の熱効率と所内率を、それぞれ 38.3%、

5.1%と想定した。(表 3.1) 

3.3 LNG 火力発電 

LNG 発電については、2000 年評価[2]では、汽

力発電と LNG 火力複合発電(従来)を対象として

評価を行った。2000 年評価以降、技術開発の成

果として導入が進展しつつある、LNG 火力複合

発電(1,300℃級)及び LNG 火力複合発電(1,500℃

級)を、LNG 火力複合発電(従来)と共に評価対象

とした。 

1999 年以降、2009 年までに LNG 汽力、LNG

複合発電(従来)の新規運開はないことから[8]、

LNG 汽力、LNG 複合発電(従来)の熱効率につい

ては 2000 年評価と同じく、それぞれ、38.9%、

44.6%とした。また、LNG 火力複合発電(1,300℃

級)及び LNG 火力複合発電(1,500℃級)については、

東京電力(株)の www サイトに掲載されている情

報 [14][15]及び LNG 火力複合発電(1,500℃級)の試

運転実績[16]を基に、熱効率をそれぞれ 50.0%、

53.0%とした。(表 3.1) 

表 3.1 火力発電技術の LC-CO2 排出量評価の前提条件 

 
 

出力

[MW]

石炭火力(従来・国内炭) 1,000 70% 39.6% 6.9% 40年
石炭火力(従来・輸入炭) 1,000 70% 39.6% 6.9% 40年
石炭火力(USC[600℃]) 1,000 70% 42.4% 5.1% 40年
石油火力(重油) 1,000 70% 38.3% 5.1% 40年
石油火力(原油) 1,000 70% 38.3% 5.1% 40年
石油火力(平均) 1,000 70% 38.3% 5.1% 40年
LNG火力(汽力) 1,000 70% 38.9% 4.3% 40年
LNG火力(複合・従来) 1,000 70% 44.6% 2.1% 40年
LNG火力(複合1,300℃) 1,000 70% 50.0% 2.1% 40年
LNG火力(複合1,500℃) 1,000 70% 53.0% 2.1% 40年

耐用年
数

設備利
用率

発電端
熱効率
(HHV)

所内率
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また、実際には LNG 汽力に石油を混焼する発

電所があるが、ここでは LNG 専焼火力のみを対

象とした。 

3.4 原子力発電 

2000 年評価では BWR と PWR を対象として評

価を行っていたが、今回も BWR と PWR を評価

対象とした。熱効率は、2000 年評価と同様に

33.7％と想定した。所内率は BWR と PWR につ

いては、2000 年評価と同様に 4.3％と想定した。 

2014 年 4 月に閣議決定されたエネルギー基本

計画[17]及びそのフォローアップ検討[18]では、

“使用済燃料を再処理し、回収されるプルトニウ

ム等を有効利用する核燃料サイクルの推進を基本

的方針”[17]としている。また、使用済み燃料に

ついては“使用済燃料の貯蔵能力の拡大を進める。

具体的には、発電所の敷地内外を問わず、新たな

地点の可能性を幅広く検討しながら、中間貯蔵施

設や乾式貯蔵施設等の建設・活用を促進する”

[18]としている。このため、核燃料サイクルにつ

いては、2000 年評価と同じく、使用済燃料の再

処理を行うことを前提として評価を行うこととし

た。 

表 3.2 中、[中間貯蔵段階まで]のケースについ

ては、リサイクルが行われることを前提とした中

間貯蔵施設までを評価の範囲とし、使用済燃料の

直接処分は LC-CO2排出量評価の範囲外とした。 

プルサーマルケースは、エネルギー基本計画に

提示された「使用済燃料を再処理し、回収される

プルトニウム等を有効利用する方針」を踏まえ、

プルサーマルにてプルトニウムを利用するケース

である。したがって、原子力(プルサーマル)は、

使用済燃料再処理、プルサーマル利用、高レベル

放射性廃棄物処分等を含めて評価を行うこととし

た。 

原子力発電技術の燃料想定では、何れのケース

においても燃料の燃焼度は 40,000[MWD/t-U]とし、

燃料の濃縮度は BWR で 3.4%、PWR で 4.1%と想

定した。また、BWR・PWR 共にウラン濃縮工程

におけるテール濃度は 0.25%と想定して、濃縮役

務量を求めることした。 

3.5 水力発電 

1999 年以降、2009 年までに中規模ダム水路式

発電所の新規運開はないこと[8]から、技術条件

(設備利用率、所内率)については、2000 年評価と

同じく、45%、0.68%とした(表 3.3)。 

水力発電技術の固有技術条件想定として、最大

水量は 4.80㎥/s、水圧鉄管長は 490m、ダムの堤

体積は 2,000㎥、導水路長は 9,000mと想定した。 

3.6 地熱発電 

1999 年以降、2009 年までに地熱発電所の新規

 

表 3.2 原子力発電技術の LC-CO2 排出量評価の前提条件 

 
 

表 3.3 水力発電技術の LC-CO2 排出量評価の前提条件 

出力
[MW]

水力(中規模ダム水路式) 10 45% 0.7% 40年 4.80m 3̂/s 490m 2,000m 3̂ 8,999m

最大水量
水圧鉄

管
堤体積 導水路

設備利
用率

所内率
耐用年

数

出力 燃焼度 燃料 テール

[MW] [MWD/t-U] 濃縮度 濃度

原子力(BWR)[中間貯蔵段階まで] 1,000 70% 33.7% 4.3% 40年 40,000 3.4% 0.25%
原子力(PWR)[中間貯蔵段階まで] 1,000 70% 33.7% 4.3% 40年 40,000 4.1% 0.25%
原子力(BWR)プルサーマル 1,000 70% 33.7% 4.3% 40年 40,000 3.4% 0.25%
原子力(PWR)プルサーマル 1,000 70% 33.7% 4.3% 40年 40,000 4.1% 0.25%

設備利
用率

発電端
熱効率
(HHV)

所内率
耐用年

数
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運開はないことから[8]、技術条件(設備利用率、

所内率)については、2000 年評価と同じく、設備

利用率 60%、所内率 7%とした。 

3.7 太陽光発電 

 システム機器構成の想定 

評価対象とする太陽光発電(PV)システムの想定

システム構成を図 3.2 に示す。 

事業用太陽光システム(図 3.2-a)では PV アレイ

と直交変換装置(PCS)とは、直流接続箱を介して

直流(DC)400V で接続し、PCS と昇圧変圧器の間

は交流(AC)三相三線 200V で接続するものとした。 

事業用太陽光システムの評価範囲は送配電網所

有者との責任分解点(開閉器)までとした。連系電

圧については、系統連系技術要件[19][20][21]に従

って、システム規模によって異なる連系電圧を想

定した。具体的には、1MW 事業用太陽光は

6,600V で系統連系を行うこととし、2MW 事業用

太陽光と 5MW 事業用太陽光は系統連系技術要件

に従い 33kV で、10MW 事業用太陽光については

66kV で系統と接続する。したがって、2MW 以上

の規模の事業用太陽光については、昇圧変圧器の

ほかに、系統接続用の主変圧器(6,600V33kV 又

は 66kVへの昇圧用)も考慮して物量の想定を行う

こととした。 

図 3.2-a)中、点線で囲ったシステム構成が

1MW 事業用太陽光システムの機器構成であり、

1 点破線で囲った範囲が 2MW 以上の事業用太陽

光システムの機器構成となる。 

 

 

a)事業用太陽光システム 

 

b)住宅用太陽光発電システム 

図 3.2 太陽光発電技術の想定システム構成 
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また、住宅用 PV システムのシステム構成を図

3.2-b)に示す。住宅用 PV システムは、住宅内に

設置された分電盤に接続されるものと想定した。

分電盤は PV システムの有無にかかわらずどの住

宅にも設置されているものである。このため、分

電盤は LC-CO2 排出量評価の評価対象外とした。

したがって、住宅用 PV システムの LC-CO2 排出

量評価の評価範囲は図 3.2-b)の点線で囲んだ機器

類が対象となる。 

表 3.4 に、今回評価で対象とした住宅用太陽光

発電システムの設定仕様を示す。また、表 3.5 に

事業用太陽光発電技術の LC-CO2 排出量評価の前

提条件と所内率を示す。 

2000 年評価では、住宅用太陽光発電システム

について、1999 年時点での平均的な太陽光発電

システムの標準設備容量である 3kW を前提とし

て評価を行った。 

今回の評価では、住宅用 PV システムについて

は、近年設置されている太陽光発電システムの標

準的な仕様を前提に、戸建住宅屋根に設置される

太陽光パネルのモジュール出力とモジュール枚数

から設備容量を決めて評価を行った。具体的には、

戸建住宅に設置されるシステムとして、1 枚

160W の多結晶シリコンパネルを 6 枚×4 列設置

するものとし、設備容量を 3.84kWと設定した。 

また、最新の技術開発動向を踏まえて、太陽電

池セルの薄膜化による物量の削減を考慮して評価

を行った。事業用 PV システムについては、

1MW、2MW、 5MW と 10MW のシステム想定し

て評価を行った。なお、事業用 PV システムで用

いられる PV モジュールについては住宅用 PV シ

ステムと異なる仕様のモジュールが用いられるこ

とも考えられる。しかしながら、住宅用 PV シス

テムと事業用 PV システムの評価の一貫性を保つ

ため、住宅用 PV システムと事業用 PV システム

で同じ PV モジュールが用いられるものと想定し

て評価を行うこととした。 

耐用年数については、パワーコンディショナ以

外を 30 年と想定し、この耐用期間内にパワーコ

ンディショナを 1 回交換する必要があるものと想

定した。 

なお、本評価では、基本ケースでは国産 PV パ

ネルを前提としているが、近年、増加傾向にある

海外製 PV パネルを用いた場合の住宅用 PV シス

テム及び事業用 PV システムの LC-CO2 排出量評

価もあわせて実施する。 

 

 設備利用率 

太陽光発電の設備利用率は、日射量と PV アレ

イの傾斜角によって異なる。事業用 PV システム

については、システムの基本性能としての PV シ

ステムの LC-CO2 排出量評価を行うため、PV シ

ステムの年間設備利用率がもっとも高くなるよう

 
表 3.4 住宅用太陽光発電システムの想定仕様 

用途・分野 住宅用

設置形態 架台設置型

太陽電池種類 多結晶Si
太陽電池モジュール出力 （W/枚） 160
太陽電池モジュール枚数 （枚） 42
太陽光発電システム出力 （kW） 3.84  

  

表 3.5 事業用太陽光発電技術の LC-CO2 排出量評価の前提条件 

1MW 2MW 5MW 10MW

実定格出力 921.6kW 1843.2kW 4608.0kW 9216.0kW

設備利用率 15.0% 15.0% 15.0% 15.0%

耐用年数 30年 30年 30年 30年

補修比率 1% 1% 1% 1%

発電量（発電端） 1,210,982kWh 2,421,965kWh 6,054,912kWh 12,109,824kWh

発電量（送電端） 1,173,871kWh 2,347,741kWh 5,869,353kWh 11,738,706kWh

所内率 3.1% 3.1% 3.1% 3.1%

システム規模

 

24
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PV アレイの傾斜角を 30 度3)と設定して評価を行

う4)。この場合、年間設備利用率として 15%程度

が見込める。 

住宅用 PV システムでは PV アレイを住宅の

様々な形状及び角度の屋根に載せることとなるた

め PV アレイの傾斜角を自由に設定することはで

きない。しかしながら、住宅用 PV システムにお

いても、もっとも理想的な条件下での基本性能と

しての LC-CO2 排出量評価を行うことから、事業

用 PV システムと同じ PV アレイの傾斜角を想定

し5)、年間設備利用率を 15%として評価を行うこ

ととする。 

 

 所内率 

事業用太陽光発電所所内においては、監視装置

やデータ収集装置などの計装・制御機器類におい

て、電力消費が発生する。監視装置などによる負

荷は設備規模によらず一定である一方で、計装機

器類による負荷はシステム規模の拡大に伴い増大

する可能性がある。しかしながら、計装・制御系

の消費電力の実例が少ないため、2MW 事業用太

                                                           
 
3) PVシステムの設置場所として北緯 35度を想定。 
4) 実性能 LC-CO2 排出量評価を行う場合、用地制約 

(事業用太陽光) 等や屋根の傾斜角制約(住宅用)等に

より、アレイの傾斜角が 15 度程度となった場合、

設備利用率は 12%程度まで低下、設備利用率が

12%程度となった場合、年間発電電力量が 20%程度

減少するため、LC-CO2排出量の増加要因となる。 
一方、設置必要面積の減少によるケーブル長の減

少・架台重量の減量により、LC-CO2 排出量を低下

させる要因もある。このため、アレイの傾斜角を

15 度程度とした場合の LC-CO2 排出量は本評価の

LC-CO2 排出量に比べて、最大で 25% (1/0.8 倍) 程
度大きくなる可能性がある。 

5)  本評価では、発電技術の基本性能評価を行うため

に、理想的な技術上の各種前提条件を設定してい

る。しかしながら、現実的には住宅用 PV モジュー

ルの設置は、南向きに理想的な角度で設置されて

いる家は少なく、東西方向や、異なる角度に分割

して設置する例が多い。 
 このため、実際に設置される住宅用 PV システムの

設備利用率は 15%を大きく下回るため、既評価及

び本評価での発電電力量は、実際に設置されてい

る住宅用システムに比べて、過大となっている。

結果的に LC-CO2 排出量は過小評価となっているこ

とに留意されたい。 

陽光 [22]での計装・制御系の消費電力の実例

8kWh/h を用いて、2MW システムの所内率を求め

ることとする。所内率の想定に際しては、計装・

制御系消費電力に加え、昇圧変圧器の損失を加味

して所内率を求めることとする。昇圧変圧器の効

率はトップランナー変圧器の効率を参考にして、

99.8%とした。以上を考慮すると所内率は約 3%

となる。 

また、本評価では、システムの規模によらず計

装・制御系消費電力が文献[22]と同程度あると仮

定し、評価対象システムの設備容量によらず、

2MW 事業用太陽光と同じ所内率、3.1%と仮定し

て評価を行うこととした。 

住宅用システムでは計装・制御系の消費電力は

無視できるものとして、所内率 0%として評価を

行った。 

3.8 風力発電 

 風力発電設備の機器想定 

2000 年評価では、日本の風力発電の平均的な

技術として単機容量 300kW の設備を対象として

いた。設備利用率、所内率については、単機容量

によらず、2000 年評価と同様に、それぞれ 20%、

10%とした。 

2009 年までに日本に導入されている商業用途

の風車の単機発電容量は、44 種類ある[23]。この

44 種を、風車の上部重量に基づいて 5 種の代表

モデルに分類した(表 3.6)。すなわち、2000 年評

価の 300kW に加えて、2000 年評価以降、導入の

進んだ 600kW、1,000kW、2,000kW、2,500kW の

代表モデルを評価対象に加えた。代表モデル単機

での LC-CO2 排出量評価ついては、何れの代表モ

デルも陸上設置を前提として評価を行うこととし

た。 

耐用期間中の発電設備維持管理に必要な破損ブ

レードの交換や、潤滑油の交換などの資材量は、

初期投入物量に対する比率(補修比率)として、初
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期投入物量の 2%が毎年。必要となるものとして

評価を行った。また、初期投入発電設備物量の

2%が毎年、輸送されるものとして評価を行った。 

 

 ウィンドファームのシステム機器構成

の想定 

代表モデル単機での LC-CO2 排出量評価と併せ

て、ウィンドファームの LC-CO2 排出量評価も行

うこととした。また、表 3.7 に評価対象としたウ

ィンドファームの LC-CO2 排出量評価の前提条件

を示す。また、ウィンドファームのシステム機器

構成の想定を図 3.3 に示す。ウィンドファームの

LC-CO2 排出量評価においても、陸上単機設置の

場合と同じく、耐用期間中の発電設備維持管理に

必要な破損ブレードの交換や、潤滑油の交換など

の資材量は、初期投入物量に対する比率(補修比

率)として、初期投入物量の 2%が毎年必要となる

ものとして評価を行った。 

a) 設備利用率 

年間設備利用率は、陸上設置ウィンドファーム

の場合、代表モデル単機陸上設置の場合と同じく

20%とした。なお、陸上に設置される風力発電に

ついては、コスト等検証委員会の報告書[24]にお

いても年間設備利用率は 20%と想定されている。 

洋上設置ウィンドファームの場合、着床式と浮

体式で設置海域が異なることから、設備利用率に

差が生じることも考えられる。しかしながら、国

内での設置事例[25][26][27][28]では、設置方法の

違い(着床式・浮体式)により設備利用率が有意に

異なるとまでは言えない。このため、洋上設置ウ

ィンドファームの設備利用率は、着床式・浮体式

共に、文献[24][25]を基に 30%と想定して分析を

行うこととした。 

b) 所内率 

風力発電施設における年間所内消費電力量は、

計装系消費と、風向・風速変化に対応するための

ヨー制御6)・ピッチ制御7)等の動力系消費とに大

別できる。計装系については、スケールメリット

が働くと考えられるが、動力系については風車毎

                                                           
 
6) ヨー制御：風向変化に応じて、風車の回転面を合

わせるよう制御する方式。 
7) ピッチ制御：風速変化に合わせて、ブレードの角

度を変化させる制御方式。 

表 3.6 風力発電設備の出力、ローター重量と 
代表モデルの選定 

出力 ローター重量 代表モデル

2,500kW 52t

2,300kW 55t

2,000kW 23t

1,750kW 23t

1,500kW 20t

1,000kW 20t

850kW 10t

600kW 17t 600kW

300kW 4t

225kW 5t

2,500kW

2,000kW

1,000kW

300kW
 

 

表 3.7 ウィンドファームの LC-CO2 排出量評価の前提条件 

 

風車1基定格出力 2000KW 2000KW 2000KW 2000KW 2000KW 2000KW

設置場所 陸上 陸上 洋上 洋上 洋上 洋上

設置法 - - (着床式) (着床式) (浮体式) (浮体式)

風車台数 10台 20台 10台 20台 10台 20台

水深 - - 25m 25m 100m 100m

総出力 20MW 40MW 20MW 40MW 20MW 40MW

設備利用率 20.0% 20.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0%

耐用年数 30年 30年 30年 30年 30年 30年

補修比率 2% 2% 2% 2% 2% 2%

発電量（発電端） 35,040MWh 70,080MWh 52,560MWh 105,120MWh 52,560MWh 105,120MWh

発電量（送電端） 31,536MWh 63,072MWh 47,304MWh 94,608MWh 47,304MWh 94,608MWh

所内率 10% 10% 10% 10% 10% 10%

ウィンドファーム
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に個別に消費されるため、所内消費電力量と風車

台数との間には比例的な関係があると考えられる。

また、計装系消費電力は動力系消費電力に比べて

少ないと考えられるため、所内率にはスケールメ

リットが働きにくいと考えることができる。 

一方、洋上ウィンドファームの場合、陸上ウィ

ンドファームと異なり、風向等の風況が比較的安

定しているため、陸上設置の場合に比べて動力系

消費電力量は小さくなる。このため、洋上ウィン

ドファームの所内率は陸上ウィンドファームより

も小さくなると考えられる。 

しかしながら、ウィンドファームの設備利用率

については公開されている[24]ものの、所内率は

公開されていない。このため、所内率は、陸上設

置、着床式洋上設置、浮体式洋上設置ともに、単

機陸上設置の場合と同じく、10%として評価を行

うこととした。 

c) 集電方法及び系統連系方法 

ウィンドファームの発電ユニット部分の基本的

な構成は、陸上設置・洋上設置とも大きな違いは

ない(図 3.3)。風車毎に昇圧後、集電、特別高圧

電圧への昇圧、開閉器を経て、系統へ電力が供給

される。システム機器構成の想定は、陸上設置に

ついては設置事例[29][30][31][32][33]を参考に、

洋上風力については一般財団法人日本風力エネル

ギー学会監訳の「洋上風力発電」[34]と国内の実

証事業事例[25][35][36]を参考に想定した。 

ただし、集電方法については、洋上に設置する

 
a)陸上設置ウィンドファーム 

 
注)主変圧器の設置場所は、着床式は陸上、浮体式は洋上。 

b)洋上設置ウィンドファーム 

図 3.3 ウィンドファームの想定システム機器構成 
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場合と陸上に設置する場合では、システム構成が

異なる。陸上設置ウィンドファームでは、集電電

路に障害が発生した場合でも、その復旧は比較的

容易に行える。このため、より単純な放射型レイ

アウト8)(図 3.3-a) を用いた場合でも、集電電路障

害発生による年間設備利用率への影響は小さい。 

一方、洋上ウィンドファームでは集電電路に障

害が発生した場合、電路復旧までの時間は陸上設

置の場合に比べて長くなる。このため、洋上設置

ウィンドファームの場合、電路障害時の迂回ルー

トを併設した環状レイアウト9)(図 3.3-b)が運転停

止時間の短縮(設備利用率の維持)に有効とされて

いる [34] 。 

したがって、ウィンドファームの LC-CO2 排出

量評価では陸上設置ウィンドファームは放射型レ

イアウトを、洋上設置ウィンドファームでは環状

レイアウトを想定して、評価を行うこととする。 

また、系統との連系電圧は系統連系技術要件

[19][20][21]に従い、66kVとした。 

d) 風車の配置方法 

風車の配置は、文献[34]に従い、卓越風向の風

車間列距離はタワー高さの 10 倍、卓越風向横方

向の風車間距離はタワー高さの 5 倍と設定し、必

要な設置面積が最小となるよう風車を配置するも

のとして、評価を行うこととした。 

e) 洋上ウィンドファーム平均水深及び離岸距離 

洋上にウィンドファームを建設する場合、設置

海域の水深と海岸からウィンドファーム設置海域

までの距離(離岸距離)の関係は設置海域によって

                                                           
 
8) 放射型レイアウト：風車を直線的に接続する配置

方法。多数設置された風車を複数のグループに分

け、各々のグループに属する風車を送り配線にて

電力ケーブルを数珠繋ぎに続接する。各グループ

からの電力ケーブルは主変圧器近傍の集電点(ハブ)
にてまとめられる。 

9) 環状レイアウト：放射型レイアウトのグループ毎

に開閉器と戻り電路を配置した方法。各々のグル

ープに属する風車の内、主変圧器から最も距離の

ある風車に開閉器を設置し、開閉器から主変圧器

近傍の集電点(ハブ)に予備電路を併設する集電方式。 

大きく異なる。したがって、水深と離岸距離の関

係について一般式として定義することは難しい。 

このため、水深と離岸距離の間に線型的関係が

あると仮定して、設置事例の情報[26][27][28][34]

を基に、回帰式を求めることとした。離岸距離

0m(海岸線)での水深は 0m であるので、切片を 0

とし、設置海域の水深と離岸距離について線形回

帰を行った結果 (図 3.4)、以下の回帰式を得た。 

LOD= 165.27 DS

R
2

=
t値=

0.9344
15.0240  

(式 3.1) 

ODL  ：離岸距離(m) 

SD  ：水深(m) 

洋上ウィンドファームの設置海域の平均水深は、

文献 [25]を参考に、着床式で 25m、浮体式で

100m を想定して評価を行うこととした。また、

設置海域までの離岸距離( ODL )は、式 3.1 を用い

て平均水深( SD )から求めることとした。 

3.9 評価条件の総括 

前節までに提示した評価条件の総括として、評

価対象発電技術の LC-CO2 排出量評価の前提条件

の全体を表 3.8 に再掲する。 

  

 
図 3.4 水深と離岸距離の関係 
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4. 排出係数と資材・エネルギー輸送の

想定 

4.1 燃料及び電力、素材の排出係数 

 燃料の排出係数 

表 4.1 に、各種燃料の熱量と CO2排出係数を示

す｡CO2 排出係数は、燃料中の炭素分のみに依存

するとした｡ 

 

 電力の排出係数 

ある国での素材ないし機器の生産、設備運用に

伴う間接的な CO2 排出量を評価する際には、電

源構成が国によって異なるため､電力投入量に対

して、その国での電力量あたり CO2 排出量、す

なわち電力の排出係数を考慮する必要がある。特

に、隣国との間で電力の輸出入がある場合は、発

電電力量に応じて発電国毎の CO2 排出係数を考

慮した。また、2000 年評価では、各国の電力の

CO2 排出係数は 1998 年の IEA の情報を基に算出

しているが、今回は 2007 年の IEA エネルギーバ

ランス表[37][38]と、2007 年の CO2 排出量[39]か

ら、排出係数を算出した。IEA のエネルギーバラ

ンス表における電力に係るエネルギーフローを図

4.1 に示す。図中の英語表記は、IEA エネルギー

バランス表における部門名とパラメータ名をその

まま記した。 

2000 年評価と今回評価での電力の排出係数算

出の主な相違点は、2000 年評価では国によって

送電端と発電端とを使い分けて評価していたのに 

表 3.8 評価対象発電技術の LC-CO2 排出量評価の前提条件(再掲) 

出力

[MW]

石炭火力(従来・国内炭) 1,000 70% 39.6% 6.9% 40年
石炭火力(従来・輸入炭) 1,000 70% 39.6% 6.9% 40年
石炭火力(USC[600℃]) 1,000 70% 42.4% 5.1% 40年
石油火力(重油) 1,000 70% 38.3% 5.1% 40年
石油火力(原油) 1,000 70% 38.3% 5.1% 40年
石油火力(平均) 1,000 70% 38.3% 5.1% 40年
LNG火力(汽力) 1,000 70% 38.9% 4.3% 40年
LNG火力(複合・従来) 1,000 70% 44.6% 2.1% 40年
LNG火力(複合1,300℃) 1,000 70% 50.0% 2.1% 40年
LNG火力(複合1,500℃) 1,000 70% 53.0% 2.1% 40年
原子力(BWR)[中間貯蔵段階まで] 1,000 70% 33.7% 4.3% 40年
原子力(PWR)[中間貯蔵段階まで] 1,000 70% 33.7% 4.3% 40年
原子力(BWR)リサイクル 1,000 70% 33.7% 4.3% 40年
原子力(PWR)リサイクル 1,000 70% 33.7% 4.3% 40年
水力(中規模ダム水路式) 10 45% 0.7% 40年
地熱 55 60% 7.0% 30年
太陽光(住宅用) 0.00384 15% 0.0% 30年 1.0%
太陽光(事業用1MW) 1 15% 0.0% 30年 1.0%
太陽光(事業用2MW) 2 15% 0.0% 30年 1.0%
太陽光(事業用5MW) 5 15% 0.0% 30年 1.0%
太陽光(事業用10MW) 10 15% 0.0% 30年 1.0%
風力(300kW級)陸上1基設置 0.3 20% 10.0% 30年 2.0%
風力(600kW級)陸上1基設置 0.6 20% 10.0% 30年 2.0%
風力(1000kW級)陸上1基設置 1 20% 10.0% 30年 2.0%
風力(2000kW級)陸上1基設置 2 20% 10.0% 30年 2.0%
風力(2500kW級)陸上1基設置 2.5 20% 10.0% 30年 2.0%
ウィンドファーム(陸上/2MW×10) 20 20% 10.0% 30年 2.0%
ウィンドファーム(陸上/2MW×20) 40 20% 10.0% 30年 2.0%
ウィンドファーム(洋上着床式/2MW×10) 20 30% 10.0% 30年 2.0%
ウィンドファーム(洋上着床式/2MW×20) 40 30% 10.0% 30年 2.0%
ウィンドファーム(洋上浮体式/2MW×10) 20 30% 10.0% 30年 2.0%
ウィンドファーム(洋上浮体式/2MW×20) 40 30% 10.0% 30年 2.0%

耐用年
数

設備利
用率

発電端
熱効率
(HHV)

所内率
補修比

率
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対して、今回の評価ではすべて需要端(受電端)を

基準として評価を行ったことである。2000 年評

価では、データの入手等の限界から取り扱いの厳

密さを徹底できなかったが、今回の評価では送電

ロスを踏まえた需要端での電力量基準の算出を徹

底した。 

なお、IEA エネルギーバランス表では、OECD

加盟国については送電ロスの記載があるが、非

OECD 加盟国においては送電ロスが記載されてい

ない。このため、非 OECD 加盟国については、

2000 年評価と比較しうる送電端の排出係数は得

られなかった。 

また、IEA 統計では、熱電併給(CHP)プラント

で発電と熱供給に投入されたエネルギーが一括計

上されているため、今回の手法では熱供給のため

の燃料消費と排出された CO2 を分離できていな

い。 

これらの前提に基づく各国の電力量あたり CO2

排出係数の算出方法を、式 4.1～式 4.3に示す。 

 

① 電力の輸出入がない場合 

lossMACPMAEP

MACPMAEP
ECO EEE

CCC



,2

 (式 4.1) 

ECOC ,2
：当該国の電力量あたり CO2 排出量

[g- CO2/kWh] 

表 4.1 燃料の発熱量と CO2 排出係数 

 

 

図 4.1 エネルギーバランス表における電力のエネルギーフロー 

注) 図中の英語表記は IEAのエネルギーバランス表における部門名とパラメータ名を表す。 
 

燃料 国 単位 熱量

CO2

排出係数

Mcal/物量 t-CO2/物量

随伴ガス 中東・他 千m̂ 3 11,500 2.670
随伴ガス 南方 千m̂ 3 12,600 2.840
随伴ガス 中国 千m̂ 3 11,500 2.640
誘導ガス 国内 千m̂ 3 8,600 1.809
都市ガス 国内 千m̂ 3 10,000 2.141
天然ガス 国内 千m̂ 3 9,800 2.026
LNG 国内 ｔ 13,044 2.688

LNG
マレー

シア
ｔ 12,036 2.568

LNG
ブルネ

イ
ｔ 12,288 2.633

LNG
インドネ

シア
ｔ 12,076 2.582

LNG UAE ｔ 13,080 2.823
LNG アメリカ ｔ 12,338 2.552

LNG
オースト

リア
ｔ 12,462 2.637

原油 国内 kl 9,126 2.614
ガソリン 国内 kl 8,266 2.320
ナフサ 国内 kl 8,000 0.608
灯油 国内 kl 8,768 2.528
軽油 国内 kl 9,006 2.589
A重油 国内 kl 9,341 2.698
B重油 国内 kl 9,651 2.833
C重油 国内 kl 10,010 2.939
重油 国内 kl 9,800 2.939
石油 国内 kl 9,300 2.698
炭化水素油 国内 kl 9,800 3.162
液化石油ガ

ス
国内 千m̂ 3 12,000 3.007

炭化水素ガ

ス
国内 千m̂ 3 9,400 2.042

石油コークス 国内 ｔ 8,500 3.307
石炭 輸入炭 ｔ 6,200 2.352
石炭 国内炭 ｔ 5,800 2.217
石炭 国内 ｔ 6,160 2.338

 

Main Activity 

Electricity Plants  

Main Activity CHP 

Plants 

Exports Imports 
Distribution  

losses 

Electricity 

 Demand 

Electricity 

Supply 

C
O

2 
C

O
2 

C 
MACP 

C 
MAEP 

E 
MACP 

E 
MAEP 

E 
export 

E 
import 

E 
loss 
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MAEPC ： 当該国の発電部門(図 4.1 中の Main 

Activity Electricity Plants)の CO2排出

量[Mt- CO2] 

MACPC ： 当該国の熱電併給部門(図 4.1 中の

Main Activity CHP Plants)の CO2排出量

[Mt- CO2] 

MAEPE  ： 当該国の発電部門の発電電力量

[kWh] 

MACPE  ： 当該国の熱電併給部門の発電電力

量[kWh] 

lossE ： 当該国の送配電ロス (図 4.1 中の

Distribution losses)[kWh] 
なお、エネルギーバランス表では送配電ロスは

負値として表記されるため、減算ではなく加算す

る必要がある。 

 

② 電力の輸出入が輸出超過の場合 

 IEA の CO2 排出量統計では、電力輸入分につ

いて CO2 排出量を考慮していない。すなわち発

電国側に賦課するものとしており、輸出入に伴う

正確な CO2 収支が得られない。電力の輸入分に

ついては、本来であれば輸出元(発電国)側の排出

原単位を考慮すべきであるが、ここでは輸入国側

の原単位で代用(近似)して排出係数を算出するこ

ととした。 

  lossimportexportMACPMAEP

MACPMAEP
ECO EEEEE

CCC



,2  

(式 4.2) 

exportE ： 当該国の輸出電力量(図 4.1 中の

Exports) [kWh] 

importE ： 当該国の輸入電力量(図 4.1 中の

Imports) [kWh] 
なお、エネルギーバランス表では輸出電力量は

負値として表記される。また、輸入電力量は、正

値として表記される。このため、総発電電力量

 MACPMAEP EE  か ら 正 味 の 輸 出 電 力 量

 importexport EE  を減算する必要がある。 

 

③ 電力の輸出入が輸入超過の場合 

電力の輸出入が輸入超過の場合、送配電ロス

( lossE )に輸入電力量分が含まれている。このため、

発電設備から排出される CO2 量( MACPMAEP CC  )を、

総発電電力量  MACPMAEP EE  と送配電ロス( lossE )

の合計値で単純に除算すると、輸入電力分の送配

電ロス分、電力の排出係数は小さくなる。このた

め、送配電ロスの内、当該国国内で発電された電

力量と電力輸入量を用いて、送配電ロスを国内消

費分と電力輸入量分に案分して電力量あたり CO2

排出係数を求めた。 







































importMACPMAEP

MACPMAEP
loss

MACPMAEP

MACPMAEP
ECO

EEE
EEE

EE
CCC ,2

 
(式 4.3) 

 
④ 国別電力量あたり CO2排出係数 

算出した主要国の国別の電力量あたり CO2 排

出係数を、表 4.2 に示す。なお、その他の国につ

いての CO2 排出係数並び算出過程については付

録 2 を参照いただきたい。 

 

表 4.2 国別の電力量あたり CO2 排出係数 

今回評価
2000年
評価

(2007年) (1998年)
日本 0.454 0.355
アメリカ 0.614 0.593
カナダ 0.226 0.168
イギリス 0.545 0.488
オランダ 0.594 0.572
フランス 0.055 0.067
ベルギー 0.276 0.299
ロシア 0.546 0.861
中華人民共和国 0.801 0.944
インドネシア 0.692 0.584
オーストラリア 0.998 0.829

Kg-CO2/kWh

 
注) 2000 年評価では発・送電端での CO2 排出係数を想

定していたが、今回評価では需要端での CO2 排出

係数を想定して評価を行った。 
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2000 年評価と今回評価の差異は、前述の発・

送電端基準か需要端基準かという点であるが、

CO2 排出係数の評価結果の変化は、国によって傾

向が異なる。送電ロスを考慮しているにもかかわ

らず、フランスとベルギー、中国では 2000 年評

価よりも CO2 排出係数は小さくなっている。一

方、その他の国々では排出係数が増加している。

特に日本については、2007 年の中越沖地震のた

め、柏崎刈羽発電所による電力供給が減少したこ

とが影響している。 

 

 各種素材の排出係数 

設備を構成する素材および運用時の消耗資材の

CO2排出原単位を、表 4.3 に示す。 

2000 年評価時には、公開されている積み上げ

法による素材別 CO2 排出原単位が少なかった。

さらに、高い精度で詳細な分析を行うには積み上

げ法が有利であるが、ライフサイクルに含まれる

すべてのプロセスを完全に解析することが困難で

あった。このため、2000 年評価では、多くの素

材について産業連関表を用いて、CO2 排出原単位

の推定を行った。 

2000 年評価以降、積み上げ法による素材の

CO2 排出原単位の整備が進み、LCA データベー

ス[40]として公開されたため、今回の評価ではこ

の LCA データベースを活用することとした。ま

た、LCA データベースに登録されていない素材

については、LCA データベースのデータを複数

用いて積み上げ計算により求めることとした。積

み上げ法による素材の CO2 排出原単位の計算に

際しては、インベントリデータの投入燃料・エネ

ルギー量と表 4.1 及び表 4.2 の CO2排出係数を用

いて算出した。LCA データベースのデータを複

数用いても、積み上げ計算により求めることが出

来ない素材については、産業連関表を用いて推定

することとした。 

あわせて、多結晶シリコンについては、最新の

製造プロセスに関する情報[41]を基に積み上げを

行った。電力施設建設及びその他土木建設に関し

ては、3EID2005 年版[42]から得た CO2 排出原単

位を用いた。 

4.2 各発電燃料の輸入元想定 

表 4.4 に、発電燃料の輸入元シェア、及び日本

への航行距離を示す。 

 

 各発電燃料の輸入元シェア 

各発電燃料の輸入元シェア電力需給の概要[43]

に提示されている 2007 年度の海外炭国別受入量

の推移、原油油種別受入実績値並びに LNG 国別

受入量の推移を基に想定を行った。 

想定に際しては以下の式 4.4 により輸入元シェ

アを算出した。 




j
ij

ij
ij FUEL

FUEL
RF   (式 4.4) 

ijRF ：  燃料種 i の輸入元 j からの輸入

元シェア 

ijFUEL ：  燃料種 i の輸入元 j からの燃料

輸入量[t(石炭、LNG)]、[kl(原油)] 
ここで、燃料の輸入元によって単位物量あたり

の発熱量が異なるため、厳密には式 4.4 で国別の

単位物量あたりの熱量を考慮する必要性があるが、

その差は表 4.1 に示すように大きくないため、今

回の評価では、輸入元によらず単位発熱量が同じ

(全てが同様の性状の燃料である)と仮定した上で、

物量単位での輸入元シェアを算出することとした。 

ウランの採掘、弗化、濃縮の想定を表 4.5 に示

す。それぞれの比率については原子力ポケットブ

ック[44]を基にした調査から想定を行った。ただ

し、濃縮役務については、日本の電力会社が濃縮

役務をロシアから提供される比率は全体の 1 割程

度とされる[45]ため、ロシアでの濃縮比率を 10%

とし、その他の国については各国の生産容量比で

国別の濃縮役務比率を想定した。また、濃縮時の
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消費エネルギー量は、濃縮方式によって異なるた

め、表 4.5 に示す各国の濃縮役務比率ともに、濃

縮方法比率についても、配慮して評価を行うこと

とした。 

 

 輸入元からの輸送距離 

表 4.4 に示した輸入元からの輸送距離は、海上

保安庁の航路距離表[46]を基に想定した。航海距

離の想定に際しては日本周辺接続 12 地点までの

航路距離と各電力会社毎の各燃料の消費量を加重

表 4.3 素材の CO2 排出原単位 

  
出典 Ａ：JLCA-LCAデータベース[40]の記載値を直接引用。 
 Ｂ：JLCA-LCAデータベースのデータを複数用いて積み上げ計算。 
 Ｃ：JLCA-LCAデータベースのデータ及び他の情報ソースからのデータを基に積み上げ計算。 
 Ｄ：JLCA-LCAデータベース以外の情報ソースからのデータのみを基に積み上げ計算。 
 Ｅ：産業連関法に基づいて計算。 
 Ｆ：3EID2005年版から引用 
注） 表中、石灰石については、素材体化排出量のほか、石炭火力における石灰石膏法脱硫に際して排出される CO2を含め

た排出原単位である。 

CO2排出係数

kg-CO2/単位

鉄鋼 kg 1.432 A

一般鋼材 kg 1.432 A

合金鋼 kg 0.912 A

異形丸鋼 kg 1.432 A

珪素鋼板 kg 0.912 A

鉄 kg 1.432 A

鍛鋼 kg 1.553 C

鋳鋼 kg 1.788 C

鋳鍛鋼 kg 1.643 C

炭素鋼 kg 1.432 A

銅 kg 2.434 B

アルミニウム kg 6.284 B

ニッケル kg 3.104 D

コンクリート kg 0.117 C

アスファルト kg 0.096 B

鉛 kg 2.128 B

亜鉛 kg 2.925 B

ニッケル kg 3.104 D

ニッケル合金 kg 3.104 D

チタン kg 8.819 C

ジルカロイ kg 3.807 E

アスファルト kg 0.096 B

セメント kg 0.818 C

アスベスト kg 3.130 E

モルタル kg 0.213 C

ゴム kg 3.813 E

爆薬 kg 1.071 E

木 kg 0.125 E

砂・砂利 kg 0.005 B

石材 kg 0.005 B

ベンナイト kg 0.052 E

アンモニア kg 1.086 C

石灰石 kg 0.442 B

ガラス kg 1.541 C

ガラス繊維 kg 2.814 D

グラフファイバー kg 2.814 D

絶縁材 kg 2.486 C

絶縁物 kg 2.486 C

エポキシ樹脂 kg 2.486 C

単位素材 出典 CO2排出係数

kg-CO2/単位

熱硬化性樹脂 kg 2.452 A

熱可塑性樹脂 kg 1.029 A

プラスチック製品 kg 2.911 A

潤滑油 kg 0.183 B

絶縁油 kg 0.183 B

ポリエチレン kg 1.191 B

塩化ビニール kg 1.288 B

FRP kg 4.514 D

PVC kg 1.288 B

碍子 kg 2.911 A

酸素 kg 0.123 B

多結晶シリコン kg 76.836 D

板ガラス kg 1.541 C

充填剤 kg 1.249 A

テドラ kg 8.398 A

ブチルゴム kg 7.836 A

モノシラン kg 6.618 D

ポリエチレンテレフタ

レート樹脂（PET）
kg 1.347 B

シリコーンゴム kg 5.721 D

PPE kg 6.537 D

Arガス kg 0.519 B

冷却水 m3 0.114 B

シリカルツボ kg 0.316 D

水溶性切削油 L 0.146 B

SiC kg 7.458 D

切削油 L 0.146 B

ピアノ線 kg 1.432 B

洗浄用灯油 L 0.146 B

純水 kg 0.029 C

POCl3 kg 2.368 D

真空オイル L 0.146 B

Alペースト kg 6.284 B

Agペースト kg 0.646 D

触媒 千円 6.302 E

MDEA kg 0.186 B

電力施設建設 千円 0.162 F
その他の土木建設 千円 0.262 F

単位素材 出典
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平均することにより求めた。 

なお、日本がアメリカから輸入している LNG

は全量アラスカ産であることから、LNG 火力の

発電燃料輸送にかかる CO2 排出原単位の算出に 

際しては、アラスカからの航海距離を用いた。 

5. 発電技術の物量想定 

5.1 石炭火力発電 

USC 石炭火力発電については代表プラントを

選定し、物量調査を行って、評価することとした。

表 4.4 各発電燃料の輸入元シェアと日本への航行距離 

 
 

表 4.5 ウラン採掘、弗化、濃縮の想定 

 

 

生焚用
(原油火力)

精製用
(重油火力)

中国 7.89% － 0.25% － 2,339km
ベトナム － 13.83% 1.49% － 4,358km
タイ － － 0.02% － 5,473km
マレ－シア － 0.52% 0.35% 15.83% 4,674km
ブルネイ － 5.28% 0.20% 11.12% 4,363km
インドネシア 14.51% 43.93% 3.25% 19.07% 5,476km
イラン － － 12.02% － 12,577km
イラク － － 1.04% － 12,636km
サウジアラビア － － 28.24% － 12,282km
クウェート － － 7.74% － 12,544km
カタール － － 10.99% 14.91% 12,094km
オマーン － － 2.14% 5.21% 11,242km
アラブ首長国 － － 24.24% 13.79% 11,812km
イエメン － － 0.29% － 12,599km
ロシア 6.61% 0.23% 3.41% － 2,974km
アメリカ 0.25% － － － 9,043km
アラスカ － － － 1.46% 6,638km
カナダ 2.03% － － － 7,391km
エクアドル － － 0.03% － 14,968km
トリニダード・トバゴ － － － 0.55% 16,477km
アルジェリア － － 0.07% 0.76% 17,901km
スーダン － 18.88% 2.40% － 13,344km
ナイジェリア － － 0.06% 1.80% 20,263km
チャド － 1.90% 0.12% － 19,885km
赤道ギニア － － 0.06% － 21,596km
ガボン － 1.49% 0.26% － 19,507km
南アフリカ 0.15% － － － 14,879km
アンゴラ － － 0.01% － 18,481km
オーストラリア 68.38% 3.34% 1.19% 15.50% 7,914km
パプアニューギニア － － 0.10% － 4,343km

石炭
原油

LNG 航海距離

国名 比率 国名 比率 国名 方式 比率
アメリカ 8.0% アメリカ 22.0% アメリカ ガス拡散 32.0%
カナダ 23.0% フランス 22.0% フランス ガス拡散 32.0%
オーストラリア 32.0% イギリス 10.0% オランダ 遠心分離 8.0%
カザフスタン 15.0% カナダ 20.0% イギリス 遠心分離 10.0%
ニジェール 14.0% ロシア 24.0% ロシア 遠心分離 10.0%
ナミビア 8.0% 中国 2.0% 中国 遠心分離 3.0%

ドイツ 遠心分離 5.0%

弗化採掘 濃縮

27,556 
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なお、従来型の石炭火力発電プラントの物量(ボ

イラー、タービン、発電機、環境対策設備、変電

設備の合計重量)想定は、2000 年評価と同じく式

5.1 を用いて求めることとした。 
559.06.926 coalCoal PM    (式 5.1) 

CoalM ： ボイラー、タービン、発電機、環

境対策設備合計重量[t] 

coalP ： 発電所の出力[MW] 

5.2 石油火力発電 

2000 年評価以来、石油火力発電プラントの新

規運開はない[8]ことから、物量(ボイラー、ター

ビン、発電機、環境対策設備、変電設備の合計重

量)想定は、2000 年評価と同じく式 5.2 を用いて

求めることとした。 
559.05.568 oiloil PM    (式 5.2) 

oilM ： ボイラー、タービン、発電機、環

境対策設備合計重量[t] 

oilP ： 発電所の出力[MW] 

5.3 LNG 火力発電 

LNG 複合発電については、国内に存在する同

種プラントの平均的設計仕様のプラントを複数選

定し、その物量データの平均値を採る方法で設定

を行った。LNG 火力複合発電(1,300℃級)と LNG

火力複合発電(1,500℃級)についても、国内にある

平均的設計仕様のプラントを複数選定し、平均値

を採る方法で設定を行った。 

なお、LNG 汽力発電及び LNG 複合発電(従来)

については、2000 年評価以来、の新規運開はな

い[8]ことから、物量(ボイラー、タービン、発電

機、環境対策設備、変電設備の合計重量)想定は、

2000 年評価と同じく式 5.3 を用いて求めることと

した。 
559.09.506 LNGLNG PM    (式 5.3) 

LNGM ： ボイラー、タービン、発電機、環

境対策設備合計重量[t] 

LNGP ： LNG 汽力発電及び LNG 複合発電

(従来)発電所の出力[MW] 

5.4 原子力発電 

 発電設備投入物量 

原子力発電(PWR、BWR)の物量(ボイラー、タ

ービン、発電機、環境対策設備、変電設備の合計

重量)想定についても、2000 年評価と同じく式 5.4

を用いて求めることとした。 
342.0937,2 NuclearNuclear PM   (式 5.4) 

NuclearM ： ボイラー、タービン、発電機、

環境対策設備合計重量[t] 

NuclearP ： 発電所の出力[MW] 

 

 原子燃料消費量 

原子力発電所(PWR、BWR)で 1 年間に消費さ

れる燃料量は、2000 年評価と同じく式 5.5 を用い

て求めることとした。 

NQ

NLNuclear
FuelN rB

FP
M

,

,
,

365



  (式 5.5) 

FuelNM , ： 原子燃料消費量[t-U/年] 

NuclearP ： 発電所の出力[MW] 

NLF , ： 設備利用率[%] 

B ： 燃焼度[MWD/t-U] 

NQr , ： 熱効率[%] 

 

5.5 水力発電 

2000 年評価以来、2009 年までに中規模ダム水

路式水力発電プラントの新規運開はない[8]こと

から、物量想定は 2000 年評価と同じとした。 

5.6 地熱発電 

2000 年評価以来、2009 年までに地熱発電プラ
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ントの新規運開はない[8]ことから、物量想定は

2000 年評価と同じとした。 

5.7 太陽光発電 

太陽光発電については、2000 年評価以来、技

術進歩が著しいため、今回の評価で新たに物量評

価を加えた。また、物量推定に際しては、全量を

国内で生産するものと想定した。 

 

 太陽電池モジュール 

想定した太陽電池(PV)モジュールの仕様を表

5.1 に示す。モジュール寸法、出力、重量は、メ

ーカーカタログ[47]に記載されている条件を採用

した。構成材料については、モジュール構成材料

は文献[48]を参考にして設定した。 

PV モジュールの製造工程は、住宅用と事業用

用とで大きな違いはないが、住宅用と事業用では

ラインナップが異なりつつある。事業用 PV シス

テム用として市販されている PV モジュールは、

モジュール面積が住宅用に比べて大きくなりつつ

ある。モジュール面積が大きくなることにより、

セル枚数に違いが生じるほか。フレーム・充填剤

などの物量に違いが生じる。このため、住宅用と

事業用 PV システム用では PV モジュールの製品

としての CO2 排出原単位に差が生じている可能

性は否定できない。 

また、PV モジュールの種類(単結晶、多結晶、

アモルファス等)によって、製造工程及びシリコ

ン使用量は異なるため、PV モジュール単体の

CO2 排出原単位は異なる。しかしながら、機能単 

位10)で除して正規化を行った場合11)、シリコン使

                                                           
 
10) 機能単位とは、LCA の JIS 規格では、「製品システ

ムの性能を表す定量化された参照単位」のこと。

本報告書のような発電プラントの LCA 評価であれ

ば、年間総発電電力量。 
11) LCA 評価の場合、生産量あたりの排出量を算出・

比較するため、総排出量を上記「機能単位」で除

算する。この処理を「正規化」という。 

用量が少なく、モジュール効率の低い PV モジュ

ールの LC-CO2 排出量が必ずしも小さくなるとは

限らない。 

事業用 PV システムではアモルファス系を用い

る場合も多いが、本評価では、PV モジュールに

ついては、住宅用 PV システムと事業用 PV シス

テムとの対比評価を行うため、同じ多結晶シリコ

ンタイプの PV モジュールを利用するものと想定

した。(表 5.1) 

また、事業用 PV システムでの PV アレイの接

続方法についてはシステム全体の効率を最も高く

するために、各々の接続箱・直交変換装置(PCS)

に接続されるすべての PV アレイの電圧を一定か

つ PCS の定格とほぼ等しくなるように接続する

必要がある。このため、PV モジュールの出力電

圧を 24V、PCS の定格入力電圧を 400V として、

PV アレイあたりの PV モジュール枚数を決定し

た。 

 

 架台 

① 住宅用架台 

太陽光発電システムの架台の仕様を表 5.2 に示

す。素材の所要量は文献[41]より引用した。 

表 5.1 PV モジュールの仕様 
(住宅用、事業用共通) 

 
 

多結晶Si

（mm） 155 × 155
（mm） 0.2

セル枚数 （枚/モジュール） 42
出力 （W/枚） 160
効率 （%） 13.9
サイズ （mm） 990 × 1,165
厚さ （mm） 46
面積 （m2/枚） 1.15
重量 （kg/枚） 14.5
使用年数 （年） 20
構成材料 フロントカバー ガラス

フレーム アルミ

充填材 EVA
周辺シール シリコーン

バックカバー PET
電極材料 銅／はんだ

端子ボックス PPE

種類太陽

電池

セル

太

陽

電

池

モ

ジ

ュ
ー
ル

縦・横幅

厚さ 
24
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② 事業用地上設置用架台 

地上設置用架台の物量想定に際しては独立行政

法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

(NEDO)が公開している架台設計支援ツール[49]

を用いて、必要な鋼材の重量を算出した。 

架台の構造は 2 次元トラス構造を想定した。ま

た、架台の傾斜角については、一般的には土地制

約等から、10～15 度前後の傾斜角とする場合が

多い。しかし、本評価では PV システムの基本性

能としての LC-CO2 排出量を評価するため、年間

設備利用率が最大となるよう PV モジュールの傾

斜角を 30 度と想定した。また、架台高さについ

ては、パネル最低高を 1m と想定して、架台構成

物量を算出した。 

アレイ列の間隔については、冬至の太陽南中高

度を 31 度とし、冬至の太陽南中時刻に前列の影

が後列のアレイに掛からないように決定した12)。

併せて、アレイ、接続箱、PCS、変圧器間の距離

が可能な限り短くなるよう配置することとした。

[50]架台の配置のほか、PCS・変圧器等の具体的

な配置は付録 3 を参照いただきたい。 

 

 住宅用パワーコンディショナ(PCS)及び

接続箱 

太陽光発電システムの制御装置(パワーコンデ

ィショナ)及び接続箱の仕様は、文献[41]を参考に

                                                           
 
12)  NEDOの「大規模太陽光発電システム導入の手引書」

[50]では、「冬至の南中±3h は影がかからない配置

が望ましいとされている」が本評価では、冬季に

南中±3h の間に後列のパネルに影がかかる場合が

ある。このため、年間の送電端発電電力量は過大

となっている。結果的に、本評価結果の LC-CO2 排

出量は過小となっていることに留意が必要である。 

表 5.3 のように想定した。文献[41]にはパワーコ

ンディショナと接続箱の重量は記載されているも

のの、構成する材料割合ないし重量は記載されて

いない。このため、パワーコンディショナと接続

箱構成する材料の重量(表 5.3 中の素材別内訳)に

ついては 2000 年評価を参考に設定した。 

 

 事業用直交変換装置(PCS) 

2012 年 7 月末までに運開した事業用 PV 発電所

で最も多く利用されている PCS は 250kW タイプ

である。このため、本評価では PCS 容量として

250kW タイプの PCS を用いることとして評価を

行う。 

PCS の構成材料の物量については、文献[22]に

提示されている 400kWPCS の仕様と、素材種別

の物量及びメーカーの Web ページにて公開され

ている 10kW[ 51 ][ 52 ][ 53 ] 、 20kW[ 54 ][ 55 ] 、

50kW[56]タイプの PCS の仕様と素材種別の素材

割合及び総重量を用いて、PCS 容量別の素材種別

物量推定を行った。 

参考資料 [22]では、鉄、銅、アルミニウム以外

の素材として、絶縁体とその他に分けて物量が記

載されているが、参考資料[51]-[56]については、

鉄、銅、アルミニウム以外はすべてその他とされ

ている。そこで、参考資料[51]のその他素材につ

いては、参考資料[22]の重量比で、絶縁体とその

表 5.2 住宅用架台の仕様 

溶融亜鉛めっ
き鋼板

材料所要量 （kg/m2） 7.5
（kg/システム） 208

使用年数 （年） 30

架台材料
架
台

 

表 5.3 住宅用パワーコンディショナ及び接続箱の
仕様  

 

定格出力 4
必要台数 1
重量 13

鉄 5.2

銅 1.3

アルミ 2.6

エポシキ樹脂 3.9

使用年数 （年） 15
必要台数 1
重量 3.4

鉄 1.36

アルミ 0.34

絶縁材料 0.68

使用年数 30

パ

ワ

ー
コ

ン

デ

ィ

シ

ョ
ナ

接

続

箱

（台/システム）

（年）

（kg/台）

（台/システム）

（kg/台）

（kW）

素

材

別

内

訳

素

材

別

内

訳
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他に分けた上で、回帰分析を行った。 

素材種別毎の回帰分析では、線形近似、対数近

似、指数近似、累乗近似の内、対数近似の R2 が

0.85～0.99 と最も相関性が高い。また、対数近似

のみ何れの素材についても t 値が高く、95%信頼

区間で有意な結果となった(図 5.1)。得られた回

帰式を以下に示す。 

M PCS,Fe = 204.9 Ln(P PCS
 ) -329.5

R2 = 0.989 t値= 20.928
(式 5.6)

 

FePCSM , ： 鉄の重量[kg] 

PCSP ： PCSの定格容量[kW] 

M PCS,Cu = 114.6 Ln(P PCS
 ) -289.7

R 2 = 0.853 t値= 5.385
(式 5.7)

 

CuPCSM , ：  銅の重量[kg] 

M PCS,Al = 19.6 Ln(P PCS
 ) -38.7

R 2 = 0.988 t値= 20.057
(式 5.8)

 

AlPCSM , ：  アルミニウムの重量[kg] 

M PCS,Ins = 13.5 Ln(P PCS
 ) -22.0

R2 = 0.976 t値= 14.136
(式 5.9)

 

InsPCSM , ：  絶縁物の重量[kg] 

M PCS,etc = 11.2 Ln(P PCS
 ) -18.3

R2 = 0.976 t値= 14.136
(式 5.10)

 

etcPCSM , ：  その他の重量[kg] 

 
 事業用直流接続箱 

直流接続箱についても、各メーカーのカタログ

等をもとに、主要な構成部品毎の重量を求めて、

物量の推定を行った。直流接続箱を構成する構成

要素は、①入力回路用直流遮断器、②端子台、③

内部配線ケーブル、④機器を納めるキャビネット、

⑤収容機器を固定する基盤、の 5 種に分けて分析

を行うこととした。 

① 入力回路用直流遮断器 

入力回路用直流遮断器は、接続する回路毎に用

意する必要があるため(図 5.2 -①)、入力回路数と

線形的な関係となる。したがって、入力回路用直

流遮断器については後述の回帰式(式 5.17～式

5.19)を用いて 1 回路あたりの素材別重量を求め、

これに入力回路数を乗じて、直流接続箱 1 個あた

 

 
図 5.1 事業用 PCS 定格容量と素材重量との関係 

y = 204.85ln(x) - 329.45

R² = 0.9887

y = 114.62ln(x) - 289.74

R² = 0.8529

y = 19.636ln(x) - 38.749

R² = 0.9877
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R² = 0.9756
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R² = 0.9756
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りに用いられている遮断器分の素材別重量を求め

ることとする。 

 

② 出力端子台 

出力端子台についても、市販されている直流接

続箱のメーカーのカタログに記載されている端子

台を確認した上で、端子台のカタログ記載数値を

基に回帰分析を行い、入力回路数に対する物量推

定式を定義することとした。 

分析においては、端子台を構成する材料として

端子台基台と固定用ネジに分けて分析を行った。

端子台の素材別物量の算出に際してはカタログ

[57][58][59]に記載されている総重量と用いられて

いるネジ径を基に算出した。 

入力回路数が多い場合、出力電流値も大きくな

るため、入力回路数に応じて十分な耐圧を持つラ

グ固定ネジが端子台に用いられている。 

それぞれのネジ径に対応する JIS 基準に従って、

ネジの体積を求めた上で、カタログに記載されて

いる端子台の総重量から、ラグ固定ネジの重量を

減じることで端子台の基台部分の物量を求めるこ

ととした。求めた基台部分重量とラグ固定ネジ重

量、それぞれについて回帰分析を行い、入力回路

数に対する素材別物量推定式を求めることとした。

なお、ラグ固定ネジの重量の算出に際してはラグ

固定ネジを鉄と想定し、比重を 7.85[g/cm3]として

ラグ固定ネジの重量を求めた。また、基台部分に

ついては各社カタログを参考にポリカーボネート

製と想定した。回帰分析の結果を図 5.2-②、式

5.11、式 5.12 に示す。 

MDCJB,tp= 0.133 Ln(NDCJB,IN
 )

-0.151
R2= 0.528 t値=2.590

 (式 5.11)

 

MDCJB,tFe= 0.040 Ln(NDCJB,IN
 )

-0.043
R2= 0.667 t値=3.463  

(式 5.12)

 

tpDCJBM , ： 出力端子台(ポリカーボネート)

 
① 入力回路用直流遮断器  

 
② 端子台 

 
③ 内部配線ケーブル 

図 5.2 直流接続箱構成部品と素材重量との関係(1) 
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の重量[kg] 

tFeDCJBM , ： 出力端子台(鉄)の重量[kg] 

INDCJBN , ： 入力回路数 

出力端子台を構成するポリカーボネートと鉄の

回帰式の t 値はそれぞれ 2.590,3.463 であり、95%

信頼区間で有意である。このため、式 5.11、式

5.12 を用いて、直流接続箱の入力回路数から出力

端子台のポリカーボネートと鉄の重量を求めて評

価を行うこととする。 

③ 内部配線ケーブル 

内部配線ケーブルについては、何れのメーカー

カタログにも記載がない。このため、直流接続箱

の総重量[60][61]から、①入力回路用直流遮断器

(MDCJB,b,i)、②端子台(MDCJB,tp,i + MDCJB,tFe,i)、④機器

を納めるキャビネットの重量(MDCJB,Box,i) [62][63]

を用いて接続箱のモデル毎に内部配線ケーブルを

算出した上で、回帰分析を行うこととした。した

がって種別毎の内部配線ケーブルの重量は以下の

式で求められる。 

 itFeDCJBitpDCJBibDCJB

iBoxDCJBiCVDCJB

MMM
MM

,,,,,,

,,,,




 

(式 5.13) 

i ： 算出対象の直流集電箱の機種 

CVDCJBM , ： 対象直流集電箱種別の内部配線

ケーブルの重量[kg] 

機種毎に求めた( CVDCJBM , i)について、回帰分析

を行った結果を図 5.2-③に示す。また、得られた

回帰式を式 5.14 に示す。 

MDCJB,CV= 4.17 Ln(NDCJB,IN
 )

-2.57
R2= 0.676 t値=3.536

(式 5.14)

 

CVDCJBM , ： 内部配線ケーブルの重量[kg] 

INDCJBN , ： 入力回路数 

得られた回帰式の相関係数は高くはないものの、

t値は 3.536と高く、95%信頼区間で有意である。

このため、式 5.14 を用いて、直流接続箱の入力

回路数から CV ケーブルの重量を求めて評価を行

うこととする。 

④ キャビネット 

部品を収容するキャビネット・部品固定用の基

盤の重量及び容積は製造メーカー [62][63]によっ

て大ききが異なる。 

A 社(図 5.2-④：◇)は、キャビネットの容積が

大きく、B 社のキャビネット容積(図 5.2-④：×)

は小さい。それぞれ個別に回帰分析を行った場合、

 

 
④ キャビネット 

 
⑤ 収容機器固定基盤 

図 5.2 直流接続箱構成部品と素材重量との関係(2) 
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R2 は 0.9954,0.9597 と、入力回路数とキャビネッ

ト重量の相関性は高い。 

現在、運転開始もしくは計画中の事業用 PV シ

ステム設備では、複数のメーカーが直流接続箱を

販売していることから、直流接続箱の素材別重量

もメーカーによって大きく異なることが想定され

る。 

本評価は事業用 PV システムの基本性能下での

LC-CO2 排出量評価を行うことを目的としている

ため、特定のメーカーの物量を用いて評価を行っ

た場合、過大もしくは過小評価となるが考えられ

る。したがって、平均的なキャビネット容量を想

定して、評価を行うこととする。 

上述のように、メーカー毎の入力回路数とキャ

ビネット重量の相関性が高いことを踏まえて、調

査を行ったキャビネットのデータすべてを用いて

回帰分析を行った結果、式 5.15 に示す回帰結果

を得た。得られた回帰式では R2 は低いものの、t

値は 2.970 と 95%信頼区間で有意であるため、得

られた回帰式が、平均的なキャビネット重量の回

帰式と仮定してキャビネット重量を推定すること

とする。 

MDCJB,Box= 9.86 Ln(NDCJB,IN
 )

+1.74
R2= 0.595 t値=2.970  

(式 5.15)

 

BoxDCJBM , ： キャビネットの重量[kg] 

INDCJBN , ： 入力回路数 

 
⑤ 収容機器固定基盤 

キャビネットに収容する機器類を固定するため

の基盤は、キャビネットの大きさに比例する。た

だし、キャビネットは直流遮断器の高さ等に応じ

て深さが異なるため、入力回路数と線形的な関係

にならない。一方、収容機器固定基盤は純粋に回

路数に応じて必要な面積が増加するため、基盤厚

さを一定とした場合、基盤重量と入力回路数と間

には線形的な関係が成り立つと考えることができ

る。 

キャビネットの重量推定と同じく、基盤の重量

も、キャビネットの容量の大きい A 社製(図 5.2-

⑤：◇)に比べて、B 社製キャビネット用基盤(図

5.2-⑤：×)のほうが軽くなっている。また、それ

ぞれ個別に回帰分析を行った場合、 R2 は

0.9893,0.9851 と、入力回路数とキャビネット重量

の相関性は高い。 

キャビネット重量の推計式の場合と同じく、A

社製と B 社製の基盤重量を用いて回帰分析を行

った場合、R2 は 0.1218 と低いものの、t 値は

12.531 と高く(式 5.16)、95%信頼区間で有意であ

るため、得られた式 5.16 の回帰式を用いて、平

均的な収容機器固定基盤重量を算出して評価する

こととする。 

MDCJB,Base= 0.075 NDCJB,IN

+1.036
R2= 0.122 t値=12.531

(式 5.16)

 

BaseDCJBM , ： 収容機器固定基盤重量[kg] 

INDCJBN , ： 入力回路数 

 事業用遮断器 

直流接続箱及び交流接続箱に用いられる遮断器

(ブレーカー)については、メーカーが公表してい

る環境情報データシート[64][65][66][67][68][69]を

基に、容量と素材物量について回帰分析を行った。

ただし、メーカーが公表している環境情報データ

シートは遮断容量 50A 以上のものに限られてい

た。このため、遮断容量 10A～30A のものについ

ては、遮断器メーカー2 社、遮断容量 3 種

(10A,20A30A)、計 6 つの遮断器を分解し、素材別

に計量(付録 4)を行った。前述の環境情報データ

シートの情報と素材別計量結果データ(付録 4)を

用いて素材別に、重量を被説明変数、遮断容量を

説明変数とする回帰分析を行った。 

素材については、鉄・銅・熱硬化性樹脂以外の

素材の重量比は 1.0%以下であるため、鉄・銅・

熱硬化性樹脂を対象とした回帰分析の結果(図

5.3)、以下の素材別物量推定回帰式を得た。 
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鉄 

(0.0053 PB,IN)

R2= 0.852 t値= 7.595

MB,Fe= 0.085 e
 

(式 5.17) 

銅 

(0.0043 PB,IN)

R2= 0.611 t値= 3.966

MB,Cu= 0.082 e
 

(式 5.18) 

熱硬化性樹脂 

(0.0039 PB,IN)

R2= 0.679 t値= 4.604

MB,t.r. = 0.162 e
 

(式 5.19) 

INBP , ： 遮断容量[A] 

FeBM , ： 鉄の重量[kg]  

CuBM , ： 銅の重量[kg] 

.., rtBM ： 熱硬化性樹脂の重量[kg] 
なお、交流用遮断器と直流用遮断器では、構造

上の違いから素材物量に違いが想定される。交流

の場合 0V となることがあるのに対して、直流は

0V となることがないため、アーク誘導のための

消弧室構造に差がある[70]。ただし、実計量では、

消弧室用部材の重量比は 3.5%以下(付録 3)である

ため、本評価では直流用・交流用遮断器共に得ら

れた回帰式(式 5.17～式 5.19)を用いて、遮断器の

素材別重量を求めることとする。  

 

 事業用ケーブル 

ケーブルについては、CV ケーブルを用いるこ

ととし、PV アレイ、集電箱、PCS、変圧器間の

公称断面積は、メーカーカタログ[71]に記載され

た耐圧および許容電流値を基に決定した。表 5.4

には、各機器間の接続に際して用いる CV ケーブ

ルを示す。 

用いる CV ケーブルの公称断面積の単位長さあ

たり重量についてはメーカーカタログ[72]より得

た重量を用いることとした。CV ケーブルの素材

別単位長さあたりの重量は、導体断面積・仕上が

り外径及び素材の比重を用いて、単位長さあたり

重量を銅とポリエチレンに按分して求めることと

した。 

なお、2MW システム及び 10MW システムの昇

圧変圧器は 2kVA であるため、昇圧変圧器・主変

 

 
図 5.3 遮断器の素材別物量回帰結果 

 

表 5.4  事業用 PV 用 CV ケーブルの想定規格及び単位長さあたり重量 

 
注) 「sq」はケーブルの導体断面積を示す規格表示である。一例として、2sq は導体 1 心あたりの断面積が

2mm2であることを意味する。 

10A 625A

y = 0.085e0.0053x

R² = 0.8523

y = 0.0819e0.0043x

R² = 0.6114

y = 0.1623e0.0039x

R² = 0.6794
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[kg] 本評価での遮断器遮断容量範囲

1MW 2MW 5MW 10MW
2sq 2sq 2sq 2sq

(125kg/km) (125kg/km) (125kg/km) (125kg/km)
22sq 22sq 22sq 22sq

(650kg/km) (650kg/km) (650kg/km) (650kg/km)
- 200sq 60sq 200sq

(2,350kg/km) (1,283kg/km) (2,350kg/km)

アレイ.・接続箱間

接続箱・PCS間

昇圧変圧器・主変圧器間

2心(2W)

2心(2W)

3心(3W)

心線数
公称断面積(単位長さ当り重量)

耐圧

600V

600V

6600V (8,260kg/km) (3,120kg/km) (8,260kg/km)



 －30－ ©CRIEPI 

圧器間は 200sq のケーブルを用いることとし、

5MW システムについては 1kVA の昇圧変圧器用

いることとしたため、60sq のケーブルを用いる

ものとした。 

また、付図 3.1～付図 3.4 の水平配置にしたが

ってケーブル配線を行った場合に必要となる CV

ケーブルの必要長を表 5.5 に示す。 

 

 事業用交流集電箱・直交変換装置・昇

圧変圧器用収納箱 

交流集電箱・直交変換装置・昇圧変圧器を収納

する収容箱(屋外用キャビネット)はすべて同じも

のを利用するものとし、メーカーカタログ [63]を

基に、表 5.6 に示すものを利用するものとした。

なお、収容箱の素材については、ステンレスを想

定した。 

 

 事業用基礎 

① 架台用基礎 

架台用基礎については、設置場所の地盤強度・

架台重量などにより、基礎形状・容積は大きく異

なる。このため、平均的な基礎容積を求めるため、

基礎形状図面が記載された太陽光発電新技術等フ

ィールドテスト事業報告書[73][74][75][76][77]に

記載された図面を基に架台脚柱 1 本あたりの平均

基礎容積を求めたところ 0.414㎥となった。この、

平均基礎容積に必要となる架台総脚柱数にコンク

リートの比重 2.4[t/㎥]を乗じることで、架台用基

礎総重量を求めることとした。架台用基礎総重量

算出式を以下に示す。 

PVSPVB NM ,, 414.04.2   (式 5.20) 

PVBM , ： 架台用基礎総重量[t]、 

PVSN , ： 架台脚柱総本数 
 

② 交流集電箱・直交変換装置・昇圧変圧器収

納箱用基礎 

交流集電箱・直交変換装置・昇圧変圧器用収納

箱については、横(東西)または奥行き(南北)方向

に、昇圧変圧器毎に交流集電箱・PCS・昇圧変圧

器収納箱用を連接接続して設置するものと想定し

て基礎物量を求めることとした。 

また、収納箱用基礎の横幅・奥行幅は連接した

収納箱の横幅・奥行に、横左右及び奥行前後に

20%の余裕を加えた寸法として、基礎面積を求め

た。発電設備の建設検討事例[78]を参考に、基礎

厚さは 500mm と想定してコンクリートの容積を

求めた。さらに、求めた容積にコンクリートの比

重 2.4[t/㎥]を乗じることで、交流集電箱・直交変

換装置・昇圧変圧器収納箱用基礎の総重量を求め

た。昇圧変圧器 1 台あたりの交流集電箱・直交変

換装置・昇圧変圧器収納箱用基礎の総重量の算出

式を以下に示す。 

  

tf
PCSB

PCSB

HPCSB

DPCSB

PCSWPCSBPCSB

N
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L

NLV
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(式 5.21) 

PCSBV , ： 昇圧変圧器 1 台あたりの収納箱用

表 5.5 事業用 PV 用 CV ケーブルの必要長 

1MW 2MW 5MW 10MW
アレイ.・接続箱間(2W) 600V 3,001.3m 6,002.6m 15,006.6m 30,013.2m
接続箱・PCS間(2W) 600V 2,083.3m 6,848.4m 33,572.6m 67,778.3m
昇圧変圧器・主変圧器間(3W) 6600V - 119.1m 316.5m 1,266.2m

必要長
耐圧

 
 

表 5.6 事業用交流集電箱・直交変換装置・昇圧変圧 
器用収納箱の想定 

 
幅 高さ 奥行 重量

800mm 2,300mm 800mm 181kg
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基礎容積[mm3] 

PCSBM , ： 昇圧変圧器 1 台あたりの収納箱用

基礎重量[t] 

WPCSBL ,,  ：表 5.6 に示す収容箱の幅[mm] 

DPCSBL ,,  ：表 5.6 に示す収容箱の奥行き[mm] 

HPCSBL ,,  ：基礎厚さ[500mm] 

PCSN ： 連結する PCS 収納箱の個数 

tfN ： 必要となる昇圧変圧器の台数 

式 5.21 中、 2PCSN となっているのは、PCS 収

納箱に加えて交流集電箱及び昇圧変圧器用収納箱

が必要なためである。 

なお、求めた基礎総重量及び据付機器類の総重

量から算出した設計荷重は 4.7[t/㎡]～6.0[t/㎡]と

なり、施工による機器類の沈み込み等の影響は無

いといえる。 

 

 事業用建設工事 

建設工事については、太陽光発電新技術等フィ

ールドテスト事業報告書[73][74][75][76][77][79] 

[80][81][82][83]記載の建設工事経費と掲載図面・

システム仕様等から、まず、工事内容別建設工事

経費の回帰式を求めることとした。次いで、シス

テム規模毎に求めた工事内容別建設工事経費に

3EID2005 年版[42]に記載されている工事費単価あ

たりの CO2 排出量を乗ずることにより、建設工

事に伴い排出される総 CO2 排出量を求めること

とした。 

工事内容の分類は、基礎工事費、太陽電池据付

工事費、架台組立工事費、電気配線配管等工事費

の 4 種として、それぞれについて分析を行った。 

 

① 基礎工事費 

基礎工事については、設置場所の地盤強度・架

台重量などにより、基礎形状・容積は大きく異な

る。また、キュービクルなど他の機器類の基礎工

事の有無によっても異なる。一般的な値として、

架台用基礎物量の算出方法と同じく、資料

[73][74][75][76][77]に記載された基礎工事費の基

礎重量あたりの平均単価 204[千円/t]を用いること

とした。 

 

② PV 据付工事費 

他の発電技術において、例えばタービンなどで

あれば、出力が 2 倍になったとしても、タービン

の重量・容積が 2 倍になることは無い。このため、

タービン容量とタービン据付工事の間には非線形

性があり、規模の経済が働く。 

一方、PV システムの場合、1 個目のアレイを

組み立てる工数(据え付けるべきモジュールの数

や締めるべきボルトの数等に依存)と 2 個目もし

くは n 個目のアレイを組み立てる工数は変わらな

い。このため、アレイ組み立てに関しては少なく

ともモジュール数や架台重量等と太陽電池据付工

事費には線形的な相関関係があると考えられる。 

このため、太陽電池据付工事費を被説明変数と

した場合、①モジュール数、②システム出力、③

PV モジュール重量、④架台重量が説明変数とな

るとの仮説の元、重回帰分析を行い太陽電池据付

工事費推定式を求めることとする。 

ただし、①モジュール数、②システム出力の間

には、共線性が疑われるため、この 2 つの説明変

数について回帰分析を行った結果、強い共線性が

確認された(R2=0.997、t 値=54.03)。このため、 

 ①モジュール数、③PV モジュール重量、

④架台重量を説明変数とする重回帰分析 

 ②システム出力、③PV モジュール重量、

④架台重量を説明変数とする重回帰分析 

をそれぞれ行った結果、PV モジュール数のみを

説明変数とする下記の回帰式が最も相関性が強く、

t 値も最も大きいため、式 5.22 を用いて太陽電池

据付工事費を求めることとする。 

62462.43000.3,  ModulePVC NC (式 5.22) 

R2= 0.861 t値= 7.025  

PVCC ,  ：太陽電池据付工事費[円] 

ModuleN  ：PVモジュール枚数[枚] 
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なお、式 5.22 は PV モジュール出力が 160W/枚

前後の情報を基に推計したものであるため、近年、

事業用 PV システム用として市販された、300W/

枚前後の PV モジュールを用いる場合には、アレ

イを組み立てる工数が変わるため、式 5.22 を用

いることは出来ない。このため、300W/枚前後の

PV モジュールを用いた、LC-CO2排出量評価を行

う際には式 5.22 の再推計と検証が必要である。 

 

③ 架台組立工事費 

架台組立工事費については、システム出力、架

台総重量、アレイ数、1 アレイあたりの架台重量

を説明変数として重回帰分析を行った結果、架台

総重量以外は採択されなかった。このため、架台

総重量のみを説明変数として回帰分析を行った結

果、以下の回帰式が 95%信頼区間で有意となっ

たため、式 5.23 を用いて架台組立工事費を求め

ることとした。 

15424256078,  SSC MC  

R2= 0.620 t値= 2.859 (式 5.23)
 

SCC ,  ：架台組立工事費[円] 

SM  ：架台総重量[t] 
 

④ 電気配線工事費 

電気配線配管等工事費については、文献

[74][76][79][80][81][84]に記載された竣工図面より

電気配線の総延長を求め、電気配線配管等工事費

を被説明変数、アレイ数、電気配線の総延長、シ

ステム出力を説明変数として重回帰分析を行った。

重回帰分析の結果、電気配線の総延長以外は採択

されなかった。このため、電気配線の総延長のみ

を説明変数として回帰分析を行った結果、以下の

回帰式が 95%信頼区間で有意となったため、式

5.24 を用いて電気配線工事費を求めることとした。 

7344933.10,  EEC LC  

R2= 0.930 t値= 7.278 (式 5.24) 

ECC ,  ：電気配線工事費[円] 

EL  ：電気配線の総延長[mm] 

 
 輸送 

図 5.4 に PV システムの素材・製品の設置場所

までの輸送経路を示す。 

図中、1 点鎖線で囲った範囲(図 5.4①)が国産

PV モジュール利用時の輸送手段と輸送距離であ

る。また、図中 2 点鎖線で囲った範囲(図 5.4②)

が海外製 PV モジュールを利用する際の輸送手段

と輸送距離である。また、図 5.4⑤の 2 重線より

上側が日本国内での輸送であり、下側が海外での

輸送及び国際輸送となる。 

各輸送経路と輸送距離は、文献[85]をもとに想

定した既刊報告書と同じと仮定した。 

なお、素材・副投入素材製造工場までの輸送に

伴うエネルギー消費は、素材・副投入素材の排出

源単位に含まれているため、輸送を考慮しない。 

 

① PV モジュール以外の輸送 

PV モジュール以外はすべて日本製を利用する

ものとした。輸送はトラックと鉄道を併用するこ

ととし、鉄道による輸送距離は 200km、工場か

ら鉄道貨物ターミナルと鉄道貨物ターミナルから

PV システム設置場所までのトラック輸送の合計

輸送距離は 400km と想定した。ただし、架台に

ついては架台用鋼板へのせん断、穴あけを行うこ

とから、鋼材生産拠点から架台部材加工工場まで、

トラックにて 500km輸送するものとした。 

 

② 日本製 PVモジュール国内輸送 

日本製 PV モジュールの国内での、素材輸送並

びに製品輸送については、既刊報告書と同じく、

素材・副投入素材から PV モジュール製造工場ま

での距離 500km をトラックにて輸送するものと

想定した。日本製 PV モジュールの輸送はトラッ

クと鉄道を併用することとし、鉄道による輸送距

離は 200km、工場から鉄道貨物ターミナルと鉄
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道貨物ターミナルから PV システム設置場所まで

のトラック輸送の合計輸送距離は 400km と想定

した(図 5.4③／破線の範囲)。 

 

③ 海外製 PVモジュール現地輸送 

海外製 PV モジュールの現地輸送については、

輸送距離・輸送手段ともに日本において、PV モ

ジュールを製造する際と同じ輸送手段・輸送距離

で、積出港まで輸送するものと仮定した(図 5.4④

／点線の範囲)。 

 

④ 海外製 PVモジュール日本国内輸送 

また、海外製 PV モジュールの日本国内での積

下港から PV システム設置場所までの、輸送手

段・輸送距離は、日本製 PV モジュール製造工場

から PV システム設置場所までの輸送手段・輸送

距離と変わらないものと仮定して評価を行うこと

とした。 

 

⑤ 国際コンテナ輸送 

海外製 PV モジュールの評価に際しては、国際海

上輸送に伴い発生する CO2 排出量も考慮することと

し、国際海上輸送はコンテナ船を用いて行うこととし

た。 
輸出国別の積出港は中国製については上海を、

韓国製については仁川を想定し、中国製及び韓国

製 PV モジュールの外航船輸送については、関門

海峡経由にて横浜港にて積み下ろしを行うものと

した。ドイツ製についてはハンブルグを積出港と

してスエズ運河経由にて、中国製・韓国製と同じ

く、横浜港にて積み下ろしを行うものとした。 

なお、中国・韓国からの海上輸送に際しては、

 

 

図 5.4 素材・副投入素材・製品の輸送経路想定  

 

②海外製モジュール利用時の 

輸送経路 ④海外製モジュール生産国、国内輸送経路 

素材工場 

副投入素材 

工場 

PV 

モジュール 

製造工場 
トラック 

輸送 

(500km) 

+ 
鉄道輸送 

(200km) 
トラック輸送 

(400km) 

積出港 

素材工場 

副投入素材 

工場 

PV 

モジュール 

製造工場 
トラック 

輸送 

(500km) 

+ 
鉄道 

輸送 

(200km) 

外航船 

コンテナ輸送 

(表3.10参照) 

素材工場 
架台 

加工工場 
トラック 

輸送 

(500km) 

PVシステム 

設置場所 

+ 
鉄道 

輸送 

(200km) 

トラック 

輸送 

(400km) 

+ 
鉄道 

輸送 

(200km) 

トラック 

輸送 

(400km) 
PVモジュール・架台以外製造工場 

トラック 

輸送 

(400km) 

①国産モジュール利用時の 

輸送経路 

③国産モジュールの国内輸送経路 

積下港 
国
内 

海
外

 

⑤（表5.7参照） 
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積み下ろし港を関西以西に分散することも考えら

れる。しかしながら、ドイツ製のモジュール利用

時と中国製及び韓国製 PV モジュール利用時の評

価結果の対比を行うに際して、積み下ろしを異な

る港とした場合の外航船輸送距離の違いによる

LC-CO2 排出量評価結果への影響を避けるために、

検討対象とした各国とも同じ積み下ろし港を利用

するものと仮定した。 

なお、海上コンテナ輸送の積み下ろし港を関西

以西と想定した場合には、中国・韓国製 PV モジ

ュール利用時の LC-CO2 排出量は、本評価結果よ

りも小さくなる可能性がある。 

コンテナ船の載荷重量は、中国・韓国からの輸

送に際しては載荷重量 30,000t のコンテナ船を利

用することとし、ドイツからの輸送に際しては

100,000t の載荷重量のコンテナ船を利用すること

とした。 

今回、評価を行う海外製 PV モジュールの輸出

国別の輸送距離を表 5.7 に示す。輸出国から日本

までの輸送距離については、海上保安庁の航路距

離表[46]を基に設定した。 

また、PV モジュールのコンテナ輸送に際して

は、製品重量のほか、コンテナ重量と PV モジュ

ール梱包資材重量も考慮して、国際海上輸送に伴

い発生する CO2排出量を求めることとした。 

PV モジュール梱包資材重量については、資料 

[86]を基に、表 5.1 に示した PV モジュールを梱

包するための重量と容積を推定した。 

コンテナについては 40 フィート長、幅 8 フィ

ート、6 インチ高のドライタイプコンテナを利用

するものと想定した。コンテナの重量及び積載可

能内容量については、ドライタイプコンテナの種

類とサイズに関する海運会社の情報[87]を基に、

PV モジュール 1 枚あたりのコンテナ重量をもと

め、PV モジュール梱包材重量と共に、PV モジュ

ール製品重量に加算して、PV モジュール 1 枚あ

たりの国際海上輸送時重量を算出することとした。 

5.8 風力発電 

現在、日本では海外メーカーの風車を導入する

例が多いが、本評価では、2000 年評価と同様、

同等の設備を我が国で生産した場合の LC-CO2 排

出量を推計することとした。 

 

 ブレードの物量推定 

ブレードの総重量については、風力発電機のメ

ーカーカタログ[88][89][90]に記載されたブレード

総重量と素材別比率から求めた。また、メーカー

カタログには各種素材の重量は記載されていない

ため、各種素材の重量割合は 2000 年評価の

300kW 風車の場合と変わらないと仮定した。評

表 5.7 PV モジュールの国際コンテナ輸送による輸送距離  

積出港 経由 積下港 輸送距離

(km)

中国 Hong Kong kanmon-kaikyo yokohama 1,563
韓国 Inchion kanmon-kaikyo yokohama 1,053
ドイツ Hanburg Suez Canal yokohama 11,544  

表 5.8 風力発電機代表モデルのブレード重量 

 

300kW 600kW 1000kW 2000kW 2500kW

ブレード 一般鋼材 0.540t/基 2.345t/基 2.731t/基 4.690t/基 7.172t/基

エポキシ樹脂 1.125t/基 4.885t/基 5.690t/基 9.770t/基 14.943t/基

グラフファイバー 2.250t/基 9.770t/基 11.379t/基 19.540t/基 29.885t/基

計 3.915t/基 17.000t/基 19.800t/基 34.000t/基 52.000t/基

ローター直径 30m 48m 54m 80m 80m

2,894 
1,950 

21,379 
Incheon 

Hamburg
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価対象とする 5 種類の代表モデル風車について、

想定したブレードの構成部材の素材重量を表 5.8

に示す。 

 

 ナセル装置の物量推定 

ナセル装置の総重量については、風力発電機の

メーカーカタログに提示されている重量を採用し

た。ただし、2,500kW 風車についてはどのメーカ

ーのカタログにもナセル装置については重量の記

載がなかった。このため、メーカーカタログ値を

用いて回帰分析を行うこととした。 

図 5.5 に風力発電設備の出力とナセル重量の関

係を示す。図 5.5 中、出力 1,000kW 以上と

1,000kW 未満の風車では出力とナセル重量の関係

に明らかな違いが見られる。また、NEDO 資料

[91]からは、1,000kW 風車の日本での最初の設置

は平成 11 年であり、400kW～600kW 級の風車の

日本への導入は平成 7 年である。したがって、出

力 1,000kW 以上の風車については、大型化に伴

う技術変革があったものと考えられる。このため、

1,000kW から 2,000kWの風車 4 機種のナセル装置

の総重量データを基に回帰分析を行うこととした。

回帰分析の結果、以下の回帰式を得た。 

MNacelle= 1.88E+01 ln(PW
 ) -8.35E+01

R2= 0.825 t値= 3.7620  
(式 5.25) 

NacelleM ： ナセル装置の重量[t] 

WP ： 風車の出力[kW] 
2,500kW 風車のナセル装置の重量については式

5.25 により求めることとした。また、ナセル装置

の各種素材の重量割合は 2000 年評価の 300kW 風

車の場合と変わらないと仮定した。表 5.9 に風力

発電機代表モデル毎のナセル重量を示す。 

 

 鉄塔の物量推定 

鉄塔の総重量については、風力発電機のメーカ

ーカタログ[88][89][92]に提示されている重量を採

用した。ただし、2,500kW 風車についてはどのメ

ーカーのカタログにも鉄塔重量の記載がなかった。

2,500kW機と 2,000kW機はローター直径及びハブ

高さが同じであるが、上部重量が大きく異なる。

また、ローター直径及びハブ高さが同じであって

も、より多くの風力エネルギーを得るために、鉄

塔に掛かる応力モーメントは大きくなる。したが

って、鉄塔をより堅固なものとする必要があり、

鉄塔重量が増加するものと想定できる。 

このため、300kW～2,000kW の風車を対象に、

鉄塔重量とハブ高さ・出力・上部重量との関係に

表 5.9 風力発電機代表モデルのナセル及び鉄塔重量 

300kW 600kW 1000kW 2000kW 2500kW

ナセル装置 一般鋼材 8.589t/基 10.416t/基 24.027t/基 30.803t/基 32.984t/基

合金鋼 5.456t/基 6.617t/基 15.263t/基 19.567t/基 20.953t/基

ステンレス鋼 0.078t/基 0.095t/基 0.218t/基 0.280t/基 0.300t/基

炭粗鋼鍛鋼鍛鋼 0.725t/基 0.879t/基 2.028t/基 2.600t/基 2.784t/基

炭素鋼鍛鋼鋳鋼 1.074t/基 1.302t/基 3.004t/基 3.852t/基 4.124t/基

炭素鋼管炭素鋼 0.455t/基 0.552t/基 1.273t/基 1.632t/基 1.747t/基

潤滑油 0.115t/基 0.139t/基 0.322t/基 0.412t/基 0.442t/基

計 16.492t/基 20.000t/基 46.135t/基 59.146t/基 63.334t/基

鉄塔 炭素鋼管一般鋼材 27.977t/基 42.000t/基 77.000t/基 170.000t/基 192.969t/基

高さ 41.5m 42.0m 60.0m 78.0m 78.0m  

 
図 5.5 風力発電設備の出力とナセル重量の関係 
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ついて重回帰分析を行ったところ、上部重量のみ

が 95%信頼区間で有意となり、以下の線形回帰

式を得た。2,500kW 風車については以下の式 5.26

を用いて鉄塔重量を推定することとした。 

Mtowre= 1.40E+00 Mtop + -4.89E+00
R2= 0.930 t値= 6.294  

(式 5.26) 

towerM ： 鉄塔の重量[t] 

topM ：  上部重量[t] 
表 5.9 に推定した風力発電機代表モデル毎の鉄

塔重量を示す。 

 

 発電機の物量推定 

発電機の総重量については、風力発電機のメー

カーカタログに提示されている重量を設定した。

また、発電機の各種素材の重量割合は 2000 年評

価の 300kW 風車の場合と変わらないと仮定した。 

 

 操作盤の物量推定 

操作盤については、単機出力の増加による規模

の経済が働かないと考えられる。このため、風車

の単機出力によらず、2000 年評価の 300kW 風車

のそれと同じで物量であると仮定した。 

 

 単機設置・陸上設置ウィンドファーム

支持構造物 

NEDO の調査[93]では、風力発電設備のロータ

ー直径が大きくなると出力が増加するが、ロータ

ーとハブの合計重量は出力の増加率以上に増加す

ることが示されている。 

このことは、風車出力の増加以上に、風車本体

重量が増加し、基礎に掛かる応力モーメントが大

きくなるため、風車基礎(土木設備)容積の増加率

が大きくなることを示唆している。 

このため、複数の陸上設置の施工実績データ

[94]他を調査し、風車出力と風車基礎容積との関

係を検証した。表 5.10 には得られた施工実績デ

ータにおける基礎容積と総重量を示す。なお、表

5.10 中の 300kW 風車は、2000 年評価の総重量と

コンクリート容積である。風力発電設備の基礎容

積と総重量の関係を図 5.6 に、95%信頼区間で有

意な、以下の回帰式(式 5.27)を得た。 

9.89E-03 MW

R
2

= 0.9213

VWf = 111.9 e

t値=2.791 (式 5.27)
 

 
ここで、

[t]:   
][m: 3

風車総重量　

風車基礎の容積　

 M

V

W

Wf  

なお、基礎部土木設備全体の重量については、

鉄筋コンクリートの比重を 2.4t/㎥と仮定し、コ

ンクリートの材料割合(総重量に占めるセメント、

鋼材、砂・砂利の比率)が 2000 年評価の 300kW

設備のそれと変わらないと仮定して算出した。な

お、洋上風力の場合、基礎の打設水深や海底の状

態により本回帰式と大幅に異なる可能性がある。 

 

 
図 5.6 風力発電設備の基礎容積と総重量の関係 

(表 5.10 のデータを基に筆者作成) 
 

表 5.10 風力発電設備の基礎容積と総重量 

メーカー
風車

総重量
コンクリート

容積
出力

A社 275.4t 1796m^3 1980kW
A社 275.4t 1413m^3 2000kW
B社 270.0t 2369m^3 1980kW
C社 189.0t 500m^3 1500kW
D社 42.7t 194m^3 300kW  

R² = 0.9213
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 単機設置・陸上設置ウィンドファーム

建設工事の投入エネルギー推定 

建設工事にかかわるエネルギーについて、部材

の現地での吊り上げや基礎工事の掘削量などは、

機器類等の重量に比例すると考えられる。このた

め、建設工事にかかわる投入エネルギー種別と量

は、2000 年評価の想定を基本として、風力発電

設備の総重量(風車本体重量及び土木設備重量)に

単純比例するものと想定した。 

 

 着床式洋上設置ウィンドファーム支持

構造物 

① 水面下構造物 

着床式ウィンドファームでの風車下部構造物に

は、モノパイル、トリポッド、複数脚ジャケット

がある。モノパイルは構造が単純であり、コスト

的には有利であるが、強風時に下部構造物及び基

礎杭にかかるモーメントが大きく、暴風発生確率

の高い地域での利用は適さないとされている[34]。

トリボッドは下部構造の形状が複雑であるが、堅

牢な構造のため、比較的深い水深でも適用可能で

あるものの、運搬・施工に伴う経費が大きい[34]。

複数脚ジャケットは、重量・コスト面で有利であ

るほか、暴風に対しても堅牢である[34]。以上の

ことから、今回の着床式洋上設置ウィンドファー

ムについては 3 脚ジャケットを下部構造物として

想定して評価を行う。3 脚ジャケットの重量は、

水深 25m での文献値[34]を用い、1 基あたり

111.5t と想定して評価を行った。 

 

② 水中基礎(杭) 

ジャケットを水中に固定する水中基礎(杭)につ

いては、水深 25m での文献値[34]から推定した値

を用い、風車 1 基あたり 171.0t と想定して評価を

行った。 

 

 

 浮体式洋上設置ウィンドファーム支持

構造物 

① 風車用浮体 及び洋上プラットホーム13) 

浮体式洋上風力用浮体についても、着床式と同

じく、浮体の係留方法・浮体の復元力確保方法に

よって異なった構造を持つ複数の方式がある。代

表的な浮体としては、セミサブ式14)、スパー式15)、

緊張係留(TLP)式16)などがある[34]いずれの方式も、

海流に対する浮体の動揺の抑制効果及びコスト面

で一長一短があり、設置海域の海況によってどの

方式が適するかは異なる。 

セミサブ式は波浪に対して良好な応答特性も持

つ一方、浮体重量増加等により他の方式に比べて

コストが高くなる。スパー式は単純な構造であり、

コスト的にも比較的安価であるが、浮体の過度な

動揺に対しては対策が複雑となるため、過酷な海

況域での利用は困難が伴う。TLP 式は他の方式が

浮体をカテナリーチェーンで固定するのに対して、

浮体と海底とを緊張索(チェーン)で固定する方法

である。TLP 式は浮体自体の安定度が低いため、

設置海域までの曳航・設置時の浮体の安定性確保

が課題となっている。 

現在日本において、浮体式洋上風力の実機規模

で実証試験が行われているのは、セミサブ式[25]

とスパー式[35]である。本評価では、厳しい海況

を含めて実証試験等での実績が最も多く得られて

いるセミサブ式を、浮体式洋上風力発電の対象技

術に選定して評価を行うこととした。 

浮体の排水量は、浮体上の設置された構造物の

                                                           
 
13) 洋上プラットホーム：主変圧器などの電気設備を

洋上に浮かべるための構造物。 
14) 浮体内部に水密隔壁を複数用意し、浮体の動揺時

には、各水密隔壁への注・排水を行うことで、浮

体の動揺を抑える方法。半潜水型の浮体のためセ

ミサブ式と呼ばれる。 
15) 長い中空円筒形の浮体の底部にバラストを配置し

た形式。転覆を防ぐ方法はセミサブ式と異なり、

浮体底部のおもりが沈む力を利用して浮体の転

覆・動揺を防止する。 
16) 完全密閉型の中空浮体を海底に係留索(チェーン)に

て固定する方法。 
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重量・高さ・受風面積によって異なる。高さが高

く、受風面積の大きい構造物が浮体上に構築され

ている場合、風速・海流により浮体構造物のヨ

ー・ピッチが大きく変化するほか、浮体の復元力

にも大きな影響を与える。また、浮体式洋上風力

の設置事例は少ないため、平均的な重量を求める

ことも難しい。 

このため、浮体の挙動に影響を与える影響要因

を複数選定し、単回帰分析及び重回帰分析により、

有意な説明変数の組み合わせを探索することとし

た。上部構造物重量・ハブ高さ・風車受風面積が

浮体挙動に影響を与える要因であるとの仮説の下、

浮体の重量を被説明変数として線形回帰及び非線

形回帰を行った。分析に際し、上部構造物重量・

ハブ高さ・風車及び浮体の重量は文献 [36] 

[95][96][97]に記載されたデータを用いた。 

回帰分析に先立ち、共線性を確認したところ、

上部構造物重量と風車受風面積の間には強い共線

性が認められた(R2= 0.899、t 値= 5.167)。このた

め、説明変数の組み合わせ探索に際しては、上部

構造物重量と風車受風面積は個別に回帰分析を行

うこととした。 

回帰分析の結果、浮体重量は上部構造物重量と

の線形回帰式のみが 95%信頼区間で有意となっ

た(図 5.7)。そのほかの説明変数、複数の説明変

数の組み合わせ及び非線形回帰では R2、t 値とも

に低く、有意とならなかった。有意となった回帰

式を式 5.28 に示す。 

MFL= 3.01 MWT

R2=
t値=

0.6863
2.0916

+2140.40

  
(式 5.28) 

FLM  ：浮体重量(t) 
WTM  ：上部構造物重量(t) 

 

② 係留チェーン17) 

洋上風力用浮体の係留チェーンに関する情報は

少ない。本評価では「福島復興洋上風力」に関す

る情報[98]を基に、本評価で想定する水深で係留

チェーン重量を推定することとした。福島復興洋

上風力の浮体は、水深 120m において 830m、重

量 330t の係留チェーン 6 本を用いて、カテナリ

ー18)係留にて浮体を固定している。 

また、洋上における浮体構造物のカテナリー係

留については、文献[99][100]において、浮体の設

置場所の水深・許容移動量・浮体諸元を基にカテ

ナリー係留チェーンの選定及び長さについてまと

められている。 

本評価では、文献[98][99]を基に、カテナリー

係数を求め(式 5.29)、風車設置海域の平均水深か

らカテナリー係留チェーンの長さを求めた(式

5.30)。さらに、カテナリー係留チェーンの単位

長さあたり重量[98]を乗じることで、本評価で想

定した水深に浮体を係留するための係留チェーン

重量(式 5.31)を求めることとした。 

0

2
0

2
0

2V
VSa 

    (式 5.29) 

                                                           
 
17) 風車用浮体(風車を洋上に浮かべるための基礎部分

の構造物)を洋上の特定海域にとどめておくための

チェーン。 
18) カテナリー係留とは、カテナリー曲線を描くよう

水中に係留チェーンを張って係留することである。

カテナリー曲線とは、懸垂曲線ことであり、チェ

ーンやロープなどの両端を持って垂らしたときに

できる曲線である。 

 

 
図 5.7 浮体と上部構造物重量の関係 

 

y = 3.0138x + 2140.4
R² = 0.6863
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 aVVS hhh 2   (式 5.30) 

0, MSM hhcc     (式 5.31) 

0S ： 水深 0V (m)でのカテナリー係留
チェーン長さ(m) ：[98]に示され
ている値 

a： カテナリー係数(m) 
hV ： 本評価で想定する浮体係留地点

での水深 (m) 
hS ： 本評価で想定する浮体係留地点

での水深 hV でのカテナリー係
留チェーン長さ(m) 

0M ： カテナリー係留チェーンの単位
長さあたり重量(t/m)：[98]に示
されている情報より算出 

hccM , ： 水深 hV でのカテナリー係留チ
ェーン 1 本あたり重量(t/本) 

 
③ アンカー 

浮体の係留用アンカーについては、立地海域海

底の形状や性状、海流などの海域の条件等により

用いる素材・重量は大きく異なる。また、設置事

例も限られるため、平均的な重量を推定すること

は難しい。このため、今回の評価では、事例[98]

におけるアンカーの情報を基に、重量 35t のアン

カーを浮体 1 個あたり係留チェーンの本数分利用

することと仮定し、評価することとした。 

 

 電力ケーブル 

電力ケーブルについては①鉄塔内電力ケーブル、

②単機設置用連系用電力ケーブル、③陸上ウィン

ドファーム用集電用ケーブル、④洋上ウィンドフ

ァーム用集電用ケーブルに分けて物量推定を行う

こととした。これらの内、集電用ケーブルについ

ては、陸上設置ウィンドファームと洋上設置ウィ

ンドファームでは異なる物量推定式を用いた。陸

上設置の場合、集電ケーブルは基本的に汎用的な

CV ケーブルを用いても問題はない。一方、洋上

設置の場合、集電ケーブルは海中に敷設されてい

るため、遮水性能と耐疲労特性を備えた構造

[101]となっている。また、断線防止のための鎧

装を備えた構造となっている。 

① 鉄塔内電力ケーブル 

鉄塔内電力ケーブルは、600V CV ケーブルで

鉄塔内に設置される昇圧変圧器とナセル内の発電

機を接続することとした。600V CV ケーブルの

選定にあたっては、風車容量から得られる最大電

流量に安全率 20%を加えた電流が CVケーブルを

流れるものとした。ただし、600V CV ケーブル

の許容電流は 660A(公称断面積 325sq)である。こ

のため、今回評価対象の風車の内、600kW 以上

の風車では公称断面積 325sq の CV ケーブルでは

許容電流量を超える。このため、600kW 以上の

風車については、公称断面積 325sq の CV ケーブ

ルを複数条鉄塔内に敷設することとして、鉄塔内

電力ケーブルの素材別物量を求めることとした。 

  1
660

,600,
,600,, 










A
I

n iVWind
iVWindCV  (式 5.32) 

iVWindCVn ,600,, ： 風車モデル i の鉄塔内 600V 
CV ケーブルの条数(本) 

iVWindI ,600, ： 風車モデル i の安全率 20%定

格電流(A) 
なお、300kW 風車の場合には、安全率 20%定

格電流が 600A であるため、公称断面積 325sq の

ケーブルが利用できるため、1 条の敷設とした。

また、利用するケーブルの種類は 2000 年評価と

同じく PVC ケーブルを想定した。ケーブルの素

材別物量についても 2000 年評価と同じであると

した。 

 

② 単機設置用連系用電力ケーブル 

単機設置時の連系用電力ケーブについては、

6,600V で連系するものとし、風車容量から得ら

れる最大電流量に安全率 20%を加えた電流が

6,600V CV ケーブルを流れるものとした。また、

敷設する長さについては、風車倒壊時の安全距離

を考慮し、2000 年評価と同じく鉄塔高さとロー

ター半径の 2.3 倍の長さが必要であるとして物量

推定を行うこととした。 
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  3.2,,,600,6,,  iWindiWindiVWindCV rHL  (式 5.33) 

iVWindCVL ,600,6,, ： 
 風車モデル i の系統連系用

6,600V CVケーブルの必要長(m) 

iWindH , ： 風車モデル i の鉄塔高さ(m) 

iWindr ., ： 風車モデル i のローター半径(m) 
 

③ 陸上ウィンドファーム用 

陸上ウィンドファーム用集電ケーブルは、物量

推定の一貫性を保つために PV システムと同じく

CV ケーブルを用いることとした。 

PV システムでは、600V と 6,600V の CV ケー

ブルを主として用いている。一方、ウィンドファ

ームでは、風車・主変圧器間接続用に 22kV ケー

ブルの利用量が多くなる。風車・主変圧器間接続

用 22kV ケーブルについては、カタログ及び許容

電流値[102][103][104]から素材別物量を求めた。 

E
jiCV

jjiCVS
iCVjiCV

j
jjiCV

E
jiCV

M

ρS
MM

ρSM

,,

,,
,,,

,,,,




 

 (式 5.34) 

i : ケーブルの公称断面積 

j : ケーブル素材種別 

j : ケーブル素材 j の比重 

jiCVS ,, ： 公称断面積 i のケーブルの素

材 j の断面積[cm3] 
E

jiCVM ,, ： 素材別断面積と比重より求め

た単位長さあたりケーブル重

量 [kg/cm] 
S

iCVM , ： 公称断面積 i のケーブルのカ

タログ値重量[kg/cm] 

E
jiCVM ,, ： ケーブルの公称断面積 i 、ケ

ーブル素材種別 j の単位長さ

あたりケーブル重量 [kg/cm] 
ケーブルの公称断面積については、ケーブルに

流れる電流値に 20%の安全率をかけた電流値を

流すことのできるケーブルを選択するものとした。

表 5.11 に陸上用 CVケーブルの素材別推定重量を

示す。 

 

④ 洋上ウィンドファーム用 

海底ケーブルの基本的な構造を図 5.8に示す。 

基本的な構造は、CV ケーブル外側にケーブル

の断線を防ぐための鎧装(図 5.8 中の亜鉛メッキ

鉄線と高密度ポリエチレン被膜 FRP)と鎧装を覆

う座床を有し、最外層を防食層で覆った構造とな

っている。海底ケーブルは、海底の状態や海域の

潮流により鎧装の層数・材質等が異なる。このた

め、海底ケーブルについては標準品のメーカーカ

タログは公開されていない。このため、文献[36] 

[105]を参考に、本評価では、2 重鎧装トリプレッ

クス CV ケーブルを海底ケーブルとして用いるも

のと想定し、物量推定を行うこととした。 

 表 5.11  陸上用・海底用 CV ケーブルの素材別推定重量 

20MW

(2MW×10)

40MW

(2MW×20)

20MW

(2MW×10)

40MW

(2MW×20)

20MW

(2MW×10)

40MW

(2MW×20)

銅 45.5t 91.0t － － － －

ポリエチレン 31.0t 62.1t － － － －

(海底) 銅 － － 977.8t 1713.5t 662.7t 1521.7t

ポリエチレン － － 667.3t 1169.4t 652.1t 1123.1t

鉄 － － 559.7t 980.7t 549.3t 888.6t

FRP － － 30.9t 54.1t 14.6t 30.3t

ポリプロピレン － － 148.3t 259.9t 135.8t 219.2t

プラスチック － － 224.7t 393.7t 193.6t 324.6t

(陸上

22kV)

陸上 洋上(着床式) 洋上(浮体式)

素

材

重

量

 

 

図 5.8 海底ケーブルの基本構造例[105]  
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物量推定に際しては、座床厚さ及び鎧装直径は

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構の洋上風力に関するフィージビリティスタディ

報告書[26]に記載された海底ケーブルの構造表及

び文献[27][106][107]と、特別高圧 CV ケーブルカ

タログの仕様[102][103][104]を基に、素材別断面

積を算出し、式 5.34 を用いて素材別重量と公称

断面積を求めることとした。表 5.11 に海底用 CV

ケーブルの素材別推定重量を示す。 

5.9 太陽光発電・風力発電共通機器類 

事業用太陽光発電(PV)や風力発電(ウィンドフ

ァ ー ム を 含 む ) で は 、 系 統 連 系 技 術 要 件

[19][20][21]に従い、設備規模(送電端出力)に応じ

て異なる要件に従った電圧で系統と接続すること

となる。このため、400/600V から 6,600V の高圧

電圧に昇圧する昇圧変圧器に加え、発電規模に応

じて、6,000V の構内電圧を、22 kV /33 kV /66 kV 

/72kV の連系電圧に昇圧する主変圧器を考慮する

必要がある。 

これら昇圧変圧器や主変圧器は、事業用 PV や

風力発電などで異なるものが利用されているわけ

ではなく、技術的には共通のものが利用されてい

る。このため、本項では、事業用 PV や風力発電

などで共通の機器要素類について物量推定を行う。 

5.9.1 変圧器 

 昇圧変圧器 

昇圧変圧器の入力電圧を 440V、出力電圧を

6,600V と想定して変圧器の物量想定を行った。

物量推定においては、昇圧変圧器については変圧

器のメーカーカタログ[108][109][110][111]を基に

変圧器の乾燥重量と絶縁油重量との関係について

回帰分析を行った。回帰分析の結果、R2、t 値共

に高いため、95%信頼区間で有意な、以下の回帰

式を得た。 

① 絶縁油 

Moil = 1.69E+00 P tf
 + 3.78E-03

R2 = 0.973 t値= 25.656  

(式 5.1) 

② 乾燥重量 

Mtfd = 1.15E+00 P ｔｆ
 + 1.07E-03

R2= 0.992 t値= 48.021  

(式 5.2)
  

oilM  ：昇圧変圧器の絶縁油の重量[t] 

tfdM  ：昇圧変圧器の乾燥重量[t] 

tfP  ：昇圧変圧器の容量[kW] 

今回の評価における昇圧変圧器については、式

5.1 と式 5.2 を用いて、PCS 容量に応じた、変圧

器構成部材(絶縁油及び鉄)の推定素材重量を求め

ることとした。 

 主変圧器 

主変圧器については、まずメーカーカタログ

[112][113]を基に変圧器の乾燥重量と絶縁油重量

との関係について回帰分析を行って乾燥重量と絶

縁油重量を求める。その後、乾燥重量に占める素

材毎の重量比を別途、回帰分析により求めること

で、素材別重量を求めることとした。 

a) 変圧器容量と乾燥重量・絶縁油重量との関

係 

表 5.12 に変圧器の乾燥重量と絶縁油重量との

回帰分析結果を示す。回帰式としては、線形近似

式、累乗近似式、2 次近似式の何れについても t

値が大きく、95%信頼区間で有意である。また、

R2も何れの近似式も高いが、最も t 値の高い以下

の累乗近似式を用いて特別高圧用主変圧器の乾燥

重量と絶縁油重量を求めることとする。 

① 絶縁油 

R2= 0.917 t値= 16.920

8.51E-01Ptfh1.98E+00Moil,HV=

 

(式 5.3) 
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② 乾燥重量 

R2= 0.978 t値= 33.670

7.60E-01Ptfh1.52E+01Mtrd,HV= (式 5.4)
 

HVoilM ,  ：主変圧器の絶縁油の重量[t] 

HVDWM ,  ：主変圧器の乾燥重量[t] 

tfhP  ：主変圧器の容量[kW] 

 
b) 変圧器容量と素材別物量の関係 

乾燥重量に占める、珪素鋼板、一般鋼材、銅及

び絶縁物の重量についても、メーカーの環境情報

シート等[2][114][115][116][117][118][119][120]を

用いて線形近似、累乗近似及び 2 次近似について

回帰分析を行った。 

回帰分析の結果、累乗近似のみが 95%信頼区

間で有意であるため、以下の累乗近似式を用いて

特別高圧用主変圧器の絶縁油を除く、各素材 i の
重量 itrhM , を求めることとした。 

 




i

b
trhi

b
trhi

HVDWitrh
i

i

Pa
PaMM ,,  (式 5.5) 

i ： 主変圧器の絶縁油以外の素材種 

(珪素鋼板、一般鋼材、銅、絶縁物) 

ii ba , ： 主変圧器の素材種 i の表 5.13 に示

す各係数 

itrhM , ： 主変圧器の素材種 i の重量[t] 

HVDWM , ： 主変圧器の乾燥重量[t] 

(式 5.4 より算出) 

tfhP ： 主変圧器の容量[kW] 

 
c) 主変圧器用基礎設置面積 

主変圧器の設置面積については、メーカーカタ

ログ[112][113]記載の設置面積と機器容量につい

て回帰分析を行った(表 5.14)。回帰分析の結果、

R2、t 値共に高く、95%信頼区間で有意である。

このため、式 5.6 を用いて特別高圧用主変圧器の

機器設置面積を求める。 

596.02
, 1091.2 tfhtfhB PS    (式 5.6) 

tfhP  ：主変圧器の容量[kW] 

tfhBS ,  ：主変圧器の設置面積[㎡] 

回帰式により求められた機器設置面積 tfhBS , に、

発電設備の建設検討事例[78]を参考に、設計荷重

が 4t/㎡を超えないように基礎の面積は横左右及

び奥行前後に余裕を加えた寸法とすることとした。

横左右及び奥行前後の余裕(式 5.6/ )は 2～10MW

のシステムで 2,000mm、20～40MW のシステム

で 4,000mm とした。基礎厚さについては

L

表 5.14 主変圧器容量と設置面積 

との回帰分析結果 

自由度 6

機器容量(Ptfh)

a 2.91E-02
b 5.96E-01
R2 0.9854
t値 18.3662

設置面積

(SB,tfh)

SB,tfh= a*Ptfĥ b

 

表 5.12 主変圧器容量と乾燥重量、絶縁油 

重量との回帰分析結果 
自由度 27 絶縁油 乾燥重量

y=a*Ptfh+b a 3.68E-01 1.19E+00
b 1.19E+03 4.19E+03
R2 0.8926 0.9662
t値 14.6991 27.2759

y = a*Ptfĥ b a 1.98E+00 1.52E+01
b 8.51E-01 7.60E-01
R2 0.9167 0.9776
t値 16.9199 33.6698

y=a*Ptfĥ 2 a -1.89E-05 -3.68E-05

+b*Ptfh+c b 8.02E-01 2.04E+00
c -6.24E+02 2.04E+00
R2 0.9427 0.9858
t値 a 8.4647 13.8548
t値 b -4.6767 -5.8653  

 

表 5.13 主変圧器容量と素材別素材重量との 

回帰分析結果 

自由度

9

a 1.7756 3.1584 1.0406 0.3552
b 0.9470 0.8574 0.8846 0.9525
R2 0.9847 0.9359 0.8083 0.6491
t値 16.0510 7.6420 4.1066 2.7200

珪素鋼板 一般鋼材 銅 絶縁物

 
 

HVDWM ,

HVDWM ,

trh
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1,000mm と想定してコンクリートの容積を求めた。

得られたコンクリートの容積とコンクリート比重

から、主変圧器の基礎総重量を求めた。主変圧器

基礎重量の算出式を以下に示す。 

  0.14.2
2

,,  tfhBtfhB SLM  (式 5.7) 

tfhBM , ： 主変圧器の基礎重量[t]、 

L ： 基礎面積前後左右の余裕[m]、 
なお、求めた主変圧器用基礎総重量と主変圧器

重量から算出した設計荷重は 3.72～3.9 t/㎡であり、

適切な余裕分の設計である事を確認した。 

5.9.2 開閉器 

 

 高圧用開閉器 

高圧用開閉器の物量想定は、メーカーカタログ

[121]及び製品環境情報[122][123][124]を用いて推

定することとした。ただし、容量と素材別重量と

の回帰式推定を行うに足りる情報を得ることは出

来なかった。このため、高圧用開閉器の総重量と

容量の関係について回帰式を求め、素材別重量比

を仮定することで高圧用開閉器の素材別重量を求

めることとした。 

高圧用開閉器の総重量と容量の関係について回

帰分析を行った結果、95%信頼区間で有意な、以

下の回帰式を得た。 

   1361.2-ln8.230 sgsg PM   (式 5.8) 

 

sgM  ：高圧用開閉器の重量[kg] 

sgP  ：高圧用開閉器の容量[kW] 

上記の式で得られた高圧用開閉器重量を開閉器

製造会社の製品環境情報シート[122][123][125]に

記載された素材割合平均を用いて素材別に按分し、

高圧用開閉器の素材別重量を求めた。高圧用開閉

器の素材別重量比を表 5.15 に示す。 

 

 特別高圧用開閉器 

特別高圧用開閉器は、事業用 PV やウィンドフ

ァームが設置される場所によっては、連係すべき

送配電網の状況等により、特別高圧用開閉器を構

成する機器類の組み合わせが異なる。このため、

素材別物量の平均的な物量を推計するための有意

な情報を得ることはできなかった。 

しかしながら、メーカーカタログや文献等から

総重量についての情報を得ることができたため、

高圧用開閉器の物量想定と同じく、総重量につい

て回帰分析を行い、高圧用開閉器の素材別重量比

を参考に素材別物量比を仮定して分析を行うこと

とした。 

特別高圧用開閉器の総重量と容量の関係につい

て回帰分析を行った結果、95%信頼区間で有意な

以下の回帰式を得た。 

Msgh= 781.2 ln(Psgh)

R2= 0.579 t値= 4.845
-5668.3

 

(式 5.9)
 

sghM  ：特別高圧用開閉器の重量[kg] 

sghP  ：特別高圧用開閉器の容量[kW] 

上記の式で得られた特別高圧開閉器重量を、高

圧用開閉器の素材別重量比を参考に仮定した表

5.16 に示す素材別物量比を用いて特別高圧開閉器

の素材別物量を求めることとした。 

  

R2 = 0.588 t値= 2.696

 

表 5.16 特別高圧用開閉器の素材別重量比 

高圧開閉器素材種 重量比

鉄 76.7%    

銅 13.3%    

碍子 10.0%     

 

表 5.15 高圧用開閉器の素材別重量比 

高圧開閉器素材種 重量比

鉄 76.7%    

銅 13.3%    

熱可塑性樹脂 2.2%    

熱硬化性樹脂 7.8%     
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6. 評価結果 

6.1 電源別 LC-CO2排出量評価結果 

6.1.1 結果の全体概要 

各種発電技術の LC-CO2 排出量評価結果を図

6.1 に示す。なお、当該発電技術の出力毎の加重

平均値としての LC-CO2排出量は図 6.2 に示す。 

火力発電技術の LC-CO2 総排出量は､発電用燃

料からの直接分が多くを占めている。間接分の

LC-CO2 排出量が総 LC-CO2 排出量に占める割合

は 4～20%程度である。石炭火力の LC-CO2 排出

量は平均で、943g-CO2/kWh となった。LNG 複合

火力については平均で 474g-CO2/kWh となった。 

原子力発電(プルサーマル)の平均 LC-CO2 排出

量は 19g-CO2/kWh となった。また、発電時に

CO2 を排出しない発電技術では風力発電は平

均で 26g-CO2/kWh、太陽光発電は住宅用で 38 

g-CO2/kWh、事業用で 58～59g-CO2/kWh となった。

地熱発電は 13g-CO2/kWh、水力(中規模ダム水路

式／無圧道水路)は 11g-CO2/kWh であり、運転時

に CO2を排出しない発電技術の LC-CO2総排出量

は同一オーダーとなった。 

発電時に CO2 を排出しない発電技術の一つで

ある風力発電については単機出力規模の増加と

LC-CO2排出量の増減とは必ずしも一致しない。 

 

 石炭火力発電 

石炭火力発電の技術進歩(USC の実用化)は、熱

効率の向上を通じて、顕著な CO2 総排出量の改

善をもたらした。タービン入口温度の高温化に伴

う発電効率の改善により、発電時の LC-CO2 直接

排出量は輸入炭石炭火力(従来)に比べて 9%の低

減となった。また、熱効率の向上に伴い発電電力

量が増加したことにより、発電燃料による直接燃

焼以外の設備建設など伴う間接分の LC-CO2 間接

排出量の低減をももたらしている。このため、

LC-CO2 間接排出量については 15%の低減となり、

LC-CO2 直接排出量と LC-CO2 間接排出量をあわ

せた LC-CO2総排出量は 11%の低減となった。 

 

 LNG 複合発電 

LNG 複合発電の技術進歩は、熱効率の向上を

通じて、顕著な CO2 総排出量の改善をもたらし

た。従来の LNG 複合発電と比較して、1,300℃級

ではガスタービン入口温度の高温化による熱効率

の向上により、発電燃料による直接燃焼に伴う

LC- CO2 直接排出量は 1,300℃級で LNG 複合(従

来)に比べて 11%の低減(406g-CO2/kWh→362 

g-CO2/kWh)となった。また、1,500℃級ではガス

タービン入口温度の高温化による熱効率の向上の

効果がさらに大きく、LNG 複合(従来)に比べて

16% (406g-CO2/kWh→342g-CO2/kWh)の低減とな

った。 

また、熱効率の向上に伴い発電電力量が増加し

たことにより、発電燃料による直接燃焼以外の設

備建設など伴う間接分の LC-CO2 間接排出量の低

減をももたらしている。間接分の LC-CO2 排出量

は 1,300℃級で LNG 複合(従来)に比べて 10%低減

し、1,500℃級では LNG 複合(従来)に比べて 16%

低減している。  

 

 太陽光発電 

住宅用太陽光発電(PV)システムの LC-CO2 排出

量は 38g-CO2/kWh であるが、事業用 PV システム

の LC-CO2排出量は、約 20g-CO2/kWh 程度多い。

事業用 PV システムでは、架台・架台基礎用資

材・直交変換装置(PCS)・機器類等の輸送量物量

増加により LC-CO2排出量が増加する。 

 

 風力発電 

風力発電の単機容量の増大は、基礎部コンクリ

ート所要量の増大などをもたらすなど、LC-CO2

排出量の改善には必ずしもつながっていない。特

に、洋上風力の場合、基礎の打設深度によっては

基礎容積の増加量による LC-CO2 排出量の増加が、
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洋上設置に伴う設備利用率の向上を相殺する可能

性がある。したがって、今後、更に風力発電の大

型化が進んだり、洋上への設置が具体的なものと

なった場合、LC-CO2 間接排出量低減のためには、

ブレードやナセル等の軽量化技術の開発が望まれ

る。 

ただし、ウィンドファームのうち、洋上設置浮

体式は他の設置方式のウィンドファームの約 4 倍

の LC-CO2 排出量となった。浮体式洋上ウィンド

ファームは、条件が良い場合でも事業用太陽光の

約 1.8 倍の LC-CO2 排出量となっている。しかし

ながら、化石燃料発電技術のそれの数分の一程度

である。  
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注2) 原子力は、使用済燃料再処理、プルサーマル利用、高レベル放射性廃棄物処分等を含めて算出。 

図 6.1 電源別 LC-CO2 排出量 
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6.1.2 2000 年評価結果との比較 

図 6.2 には、式 2.10 にしたがって、技術カテゴ

リ毎に算出した生涯発電電力量あたりの LC-CO2

排出量を、各技術カテゴリに属するプラントの総

設備容量で加重平均した「電源別平均 LC-CO2 排

出量」と 2000 年評価におけるそれとの対比を示

す。ただし、図 6.2 中、石油火力(平均)の LC-CO2

排出量は、2007 年度に国内の石油火力発電所で

消費された原油と重油の熱量比を用いて算出した

平均 LC-CO2排出量である。 

 

 火力発電 

発電用燃料からの直接分が多くを占めている火

力発電技術(石炭火力(輸入炭、国内炭)、石油火力、

 

 
注1) 出力・技術カテゴリが明示されていない発電技術の LC-CO2 排出量は、技術カテゴリ毎に算出した生涯発電電力

量あたりの LC-CO2 排出量を、各技術カテゴリに属するプラントの 2008 年度末の総設備容量で加重平均した

「電源別平均 LC-CO2排出量」である。ただし、事業用太陽光と石油火力を除く。 
注2) 原子力(リサイクル)は、使用済燃料再処理、プルサーマル利用、高レベル放射性廃棄物処分等を含めて算出。 
注3) 2000年評価が空欄の技術については、2000年評価では検討の対象外であった技術である。 
注4) 2000年評価の風力発電(陸上設置 1基)については、300kW風車についてのみの評価結果である。 

図 6.2 電源類型別平均 LC-CO2排出量と 2000 年評価との比較 
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LNG 汽力、LNG 複合火力)の LC-CO2 排出量は

2000 年評価との差は 0.5%から 9%の減少となっ

た。LC-CO2 排出量がもっとも大きく減少したの

は石炭火力、LNG 火力(複合)で、共に 3%、9%程

度低くなった。 

石炭火力では、技術進歩(USC の実用化)により、

熱効率の向上により発電時の LC-CO2 直接排出量

が従来の石炭火力(輸入炭)に比べて 9%低い 600℃

級石炭火力(USC)が、設備容量比で 28%導入され

た効果が大きく、3%の LC-CO2 排出量の減少と

なった。 

石油火力では、2000 年評価と今回評価では使

用する燃料の種別割合(重油と原油の使用実績)が

異なることと、発電効率が 2000 年評価よりわず

かに高くなったことにより、742g-CO2/kWh から

738g-CO2/kWh に微減となった。燃料の種別割合

は 2000 年評価では発熱量の低い原油比率が 54%

であったの対して、今回評価では、実績値を踏ま

えて発熱量の高い重油の割合が 57%となったこ

とにより 0.5%の LC-CO2排出量の減少となった。 

LNG 複合火力については、2000 年評価では熱

効率が 44.6%の複合発電のみを想定して評価を行

ったが、今回評価では LC-CO2 排出量が LNG 複

合(従来)に比べて 16%少ない 1,500℃級 LNG 複合

発電の、複合火力全体に占める設備容量の割合を

21%、11%少ない 1,300℃級の割合を 39%とそれ

ぞれ想定したことにより、LNG 複合火力の加重

平均 LC-CO2排出量は 9%の減少となった。 

 

 原子力発電 

原子力発電の LC-CO2 排出量は、再処理を前提

とした中間貯蔵段階までを対象としたケースで

20%、プルサーマルケースを前提としたリサイク

ルケースでも 20%、2000 年評価に比べて低い

LC-CO2 排出量となった。この大きな理由として、

2000 年評価では、電力の CO2 排出係数の大きい

アメリカでのガス拡散法による濃縮が濃縮役務の

67%を占めていたが、今回は、最新の動向を踏ま

えて、アメリカでのガス拡散法による濃縮役務が

33%に低下したことよる影響が大きい。 

 

 住宅用太陽光発電 

再生可能エネルギー技術の一つである住宅

用太陽光発電システムは 2000 年評価では 53 

g-CO2/kWh であったが、今回の評価では 38 

g-CO2/kWh となり、今回評価対象とした再生可

能エネルギー技術の中で唯一、大幅に LC-CO2 排

出量が減少した。この大きな理由として、システ

ムを構成する物量の約半分を占める架台の素材が

2000 年評価と異なるためである。2000 年評価で

は、架台の素材として素材の排出原単位の大きい

アルミニウムを主要な素材としていた。今回評価

では、最新のシステム仕様を踏まえて、CO2 排出

原単位がアルミニウムよりも少ない溶融亜鉛メッ

キ鋼板を、架台の素材として想定したことによる

効果が大きい。 

 

 風力発電(陸上設置 1基) 

風力発電については、素材の排出原単位見直し

により、300kW 級風車については、LC-CO2 排出

量は 2000 年評価の 29.5g-CO2/kWh から 29.2 

g-CO2/kWh に微減している。また、2000 年評価

以降、単機出力の大型化が進んだものの、風車の

大型化が、基礎部コンクリート所要量の増大など

をもたらすなど、LC-CO2 排出量の改善には必ず

しもつながっていない。しかしながら、風力発電

の設備容量で加重平均した LC-CO2 排出量は

25.7g-CO2/kWh と、2000 年評価の 300kW 風車 1

基陸上設置の場合に比べて 14%低減した。 
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6.2 太陽光発電システムの LC-CO2 排出

量に影響を与える要因の分析 

本節では、住宅用太陽光発電システムと事業用

太陽光発電システムの LC-CO2 排出量比較と、構

成機器の違いが LC-CO2 排出量に与える影響につ

いて検討を行う。図 6.3 に事業用太陽光発電シス

テムの LC-CO2排出量評価結果を示す。 

6.2.1 用途別 LC-CO2排出量 

 

 機器別及び総 LC-CO2排出量 

① 総 LC-CO2排出量 

事業用太陽光発電システムの LC-CO2 排出量は

 

 
図 6.3 太陽光発電システムの機器別 LC-CO2 排出量と排出割合 
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システム規模が大きくなるほど、わずかに増加す

る。1MW システムで 57.9g-CO2/kWh、10MW シ

ステムで 58.6g-CO2/kWh となった。住宅用太陽光

発電(PV)システムの LC-CO2 排出量 38g-CO2/kWh

に比べて、事業用太陽光発電システムの LC-CO2

排出量は 52～58%高くなる。 

住宅用 PV システムに比べて、事業用太陽光発

電システムの LC-CO2 排出量が増加する理由は、

事業用太陽光発電システムでは、住宅用 PV シス

テムでは必要の無い架台・PCS･変圧器用基礎が

必要なほか、事業用太陽光発電システムの固有の

機器類等が必要となるためである。 

 

② PV モジュール 

事業用太陽光発電システムの固有の機器類とし

て計装機器類がある。事業用太陽光発電システム

の計装機器類消費電力は 2MW システムで

8kWh/h と大きいため、事業用太陽光システムの

所内率は 3.1%(表 3.5)となる。このため、住宅用

(所内率 0%)と比べて、事業用太陽光の送電端で

の単位出力あたりの年間発電電力量は、住宅用シ

ステムの送電端での単位出力あたりの年間発電電

力量に比べて少なくなる。この結果、事業用太陽

光システムの PV モジュールに起因する LC-CO2

排出量は、住宅用 PV システムに比べて 3.2%高

くなる。 

 

③ 架台 

PV モジュールは住宅用の場合、屋根に設置す

ることから、住宅用架台は軽量かつ総重量が小さ

くなるよう設計されているが、事業用太陽光発電

システムでは地上設置であるため、PV アレイ

(PV モジュール 16 直列)あたりに必要となる架台

の物量は、住宅用に比べて大幅に増加する。 

この結果、架台の単位発電量あたりの LC-CO2

排出量は、住宅用システムに比べて約 3 倍となる。 

ただし、事業用太陽光発電システムの架台総重

量は、設備容量と線形的な関係がある。よって、

事業用太陽光発電システムの設備容量によらず、

7.86g-CO2/kWh と一定である。同様に直流(DC)接

続箱・PCS についても、事業用太陽光発電システ

ムの設備容量によらず、それぞれ 0.14g-CO2/kWh、

2.45g-CO2/kWh と一定である。PCS については、

住宅用制御装置よりも LC-CO2 排出量は 1.39 

g-CO2/kWh 多い。  

 

④ ケーブル 

ケーブルはシステムの設備容量が大きくなるほ

ど、必要なケーブル長が長くなるだけではなく、

電流が増加することから、公称断面積の大きなケ

ーブルを用いる必要が生じる。このため、ケーブ

ル分の LC-CO2 排出量は、1MW 事業用太陽光発

電システムの場合で 0.15g-CO2/kWh であるが、

10MW事業用太陽光発電システムの場合では 0.52  

g-CO2/kWh とケーブルに起因する LC-CO2 排出量

は約 3.5倍になる。 

 

⑤ 変圧器 

2MW 以上の事業用太陽光発電システムでは、

特別高圧による系統連系が必要なため、主変圧器

が必要となる。主変圧器の追加に伴う LC-CO2 排

出量増加は 0.25g-CO2/kWh～0.35g-CO2/kWh と総 

LC-CO2 排出量に比べて十分に小さいため、住宅

用に対する事業用太陽光発電システムの LC-CO2

排出量増加要因としては小さい。 

建設に関しては、1MW システムの場合 1.34 

g-CO2/kWh であるが、10MW システムの場合

1.39g-CO2/kWh となり、規模の増加と共に、LC-

CO2 排出量は増加する。この理由は、アレイ設置

面積は、1MW システムの場合で 9,097.8m2である

のに対して 10MW システムの場合 90,978.3m2(付

録 3)となり、発電規模が増加することで、アレ

イ設置面積は線形的に増加する。アレイ設置面積

が線形的に増加することと、電流量の増加に伴い

使用すべきケーブルの公称断面積の増加に伴い、

発電規模の増加以上にケーブルの引き回し距離と
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重量が増える。 

 

⑥ 輸送 

輸送に伴う LC-CO2 排出量は、住宅用 PV シス

テムの場合、0.98g-CO2/kWh であるが、事業用太

陽光の場合 4.86～4.95g-CO2/kWh と、約 5 倍に増

加する。事業用太陽光の輸送に伴う LC-CO2 排出

量増加は、主として架台の物量増加により、輸送

の対象である資材量が増加することによるもので

ある。 

 

 機器別 LC-CO2排出量割合 

図 6.3 に機器別 LC-CO2 排出割合を示す。住宅

用 PV システムでは、LC-CO2排出量のうち、87%

が PV モジュールの素材・製造に起因する LC-

CO2 排出量である。一方、事業用太陽光発電シス

テムでは 58～59%が PV モジュールの素材・製造

に起因する LC-CO2 排出量となり、PV モジュー

ル以外の機器類の素材・製造に起因する LC-CO2

排出量以外の割合が、住宅用に比べて高くなる。

特に、架台の LC-CO2 排出量が総 LC-CO2 排出量

に占める割合は 13.4～13.6%あり、事業用太陽光

発電システムの LC-CO2 排出量を低減するために

は架台の軽量化等の技術開発が重要となる。次い

で、総 LC-CO2 排出量に占める割合の高い項目は

輸送及び建設(約 11%程度)であり、架台の軽量化

等の技術開発が進めば、輸送及び建設に起因する

LC-CO2排出量をも低減できる可能性がある。 

一方、基礎に起因する LC-CO2 排出量の排出量

が占める割合は約 4%程度であるが、立地点によ

っては、地盤強化もしくは設計荷重を低減するた

めに投入物量が増加し、LC-CO2 排出量をさらに

増加させる可能性もある。このため事業用太陽光

発電システムを建設する際には、立地点の選定が、

LC-CO2 排出量評価の視点からは重要になると考

えられる。 

ただし、事業用太陽光システムの LC-CO2 排出

量の 4.2%を占める PCS については、本評価では

定格容量を 250kW と想定して評価を行ったが、

最新機種である 500kW や 1,000kW といった PCS

を用いた場合には、規模の経済により LC-CO2 排

出量を下げられる可能性は高い。 

昇圧変圧器・主変圧器といった機器については、

総 LC-CO2 排出量に占める割合は最大で約 1%で

あるため、軽量化などの技術開発を行っても、総

LC-CO2 排出量を下げる効果は小さい。ただし、

昇圧変圧器・主変圧器の効率向上がなされれば、

事業用太陽光発電システムの生涯発電電力量(送

電端)の増加により、総 LC-CO2 排出量を低減す

ることができる。 

6.2.2 PV モジュール生産国の違いが LC-

CO2排出量に与える影響 

従来、太陽電池(PV)モジュールの生産は、日

本・ドイツなどが主であったが、近年、中国や韓

国などの生産量が増加し、国内に設置される PV

システムにも中国や韓国製の PV モジュールが利

用される事例が増加している。 

本節では、PV モジュール製造段階で投入され

る電力の CO2 排出量の原単位が PV システムの

LC-CO2 排出量に与える影響について検討を行う。 

なお、以下に示す検討では生産国の全電源平均

CO2 排出原単位(2007 年基準)、PV モジュールの

日本までの輸送距離、の 2 つの条件の差異を反映

しているが、他の条件、たとえば生産プロセスの

技術特性(エネルギー効率や歩留まり等)は日本と

同様と仮定して評価している。以下に示す結果は、

本来考慮すべき全ての条件を反映していない現時

点での試算ではあるが、参考まで結果を紹介する。 

 

 PV モジュール生産国別総 LC-CO2排出量 

図 6.4 に PV モジュール製造国の違いが太陽光

発電システムの LC-CO2 排出量に与える影響を示

す。 

日本及び韓国製の PV モジュールを用いたシス

テムの LC-CO2 排出量に大きな差は認められない。
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この理由としては、韓国の場合、日本と同じく電

力供給に占める原子力発電による電力供給の割合

が高く、電力の CO2 排出原単位に差がほとんど

ないことによる。一方、ドイツ製 PV モジュール

を利用した場合には、日本製 PV モジュールを利

用した場合に比べて 5～7%程度 LC-CO2排出量は

増加する。また、中国製 PV モジュールを用いた

PV システムの LC-CO2排出量は、日本製 PV モジ

ュールを利用した場合に比べて 10～15%、LC-

CO2排出量は増加する。 

 

 PV モジュール生産国による LC-CO2 排

出量の差異の要因 

① PV モジュール製造 

図 6.5 には、低圧連系の住宅用 PV システム、

高圧連系の 1MW 事業用太陽光システム及び特別

高圧(特高)連系の 10MW 事業用太陽光システムに

ついて、国別・排出源別 LC-CO2排出量を示す。 

住宅用 PV システムの場合、総 LC-CO2 排出量

の内、85%(ドイツ製モジュール利用時)～88%(中

国製モジュール利用時)が PV モジュールの製造

に伴い排出される CO2 である、PV モジュールの

製造に伴い排出される LC-CO2 排出量は、日本製

PV モジュールの場合、33.1g-CO2/kWh であるが、

韓国製 PV モジュールの場合で 33.3g-CO2/kWh と

日本製 PV モジュールと差はほとんど無い。一方、

ドイツ製 PV モジュールの LC-CO2 排出量は 

34.4g-CO2/kWh、中国製 PV モジュールの LC-CO2

排出量は 38.2g-CO2/kWh と、日本製 PV モジュー

ルに比べて、それぞれ 4%、15% LC-CO2 排出量

は多い。 

事業用太陽光の場合、計装・制御系等用電力消

費による送電端電力量が発電端電力量より 3%ほ

ど少なくなることにより PV モジュールの製造に

伴い排出される LC-CO2 排出量は、日本製 PV モ

ジュールの場合、34.2g-CO2/kWh となる。事業用

太陽光の場合には、韓国製 PV モジュール利用時

と日本製 PV モジュール利用時の差はほとんど無

図 6.4 PV モジュール製造国が事業用太陽光発電システムの LC-CO2 排出量に与える影響(参考値) 
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い。一方、ドイツ製 PV モジュールの LC-CO2 排

出量は 35.5g-CO2/kWh、中国製 PV モジュールの

LC-CO2 排出量は 39.4g-CO2/kWh と、日本製 PV

モジュールに比べて、住宅用と同じくそれぞれ

4%、15% LC-CO2排出量は多い。 

② 輸送 

生産国内での素材・製品の輸送及び国際コンテ

ナ輸送に伴い排出される LC-CO2 排出量は、韓国

製と中国製 PV モジュールが 0.8g-CO2/kWh、ドイ

ツ製 PV モジュールは 1.7g-CO2/kWh である。韓

国製と中国製 PV モジュールの輸送に伴い排出さ

れる LC-CO2 排出量に差が生じないのは、韓国と

中国では輸送距離が 900km 程度しか違わない上、

輸送距離がドイツ製に比べて短いため、国際コン

テナ輸送に伴い排出される有効桁数以下の差しか

生じなかったためである。また、日本製 PV モジ

ュールの素材輸送に伴い排出される LC-CO2 排出

量は、0.6g-CO2/kWh である。 

上記、①及び②をまとめると、生産国内での素

材・製品の輸送及び国際コンテナ輸送に伴い排出

される LC-CO2 排出量と PV モジュール製造時の

LC-CO2 排出量の合計は、住宅用の場合、日本製

PV モジュールの LC-CO2 排出量 33.1g-CO2/kWh

に対して、韓国製 PV モジュールの LC-CO2 排出

量 34.1g-CO2/kWh、ドイツ製 PV モジュールの

LC-CO2排出量 36.1g-CO2/kWh、中国製 PV モジュ

ールの LC-CO2排出量 39.0g-CO2/kWh となる。海

外製 PV モジュールを利用すると、日本製 PV モ

ジュールを利用する場合に比べて、LC-CO2 排出

量は、1～16%高くなる。 

事業用太陽光の場合は、総 LC-CO2 排出量に占

める、PV モジュールに起因する LC-CO2 排出量

割合が住宅用に比べて低い。しかし、海外製 PV

モジュール 1 枚あたりの輸送にかかる LC-CO2排

出割合は住宅用と同じである。このため、海外製

PV モジュールを利用した場合の LC-CO2 排出量

は、住宅用と同じく日本製 PV モジュールを利用

した場合よりも 1～16%高くなる。 

 
a)住宅用 

 
b)1MW システム 

 
c)10MW システム 

図 6.5 国別・排出源別 LC-CO2 排出量(参考値) 
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6.3 風力発電システムの LC-CO2 排出量

に影響を与える要因の分析 

6.3.1 ウィンドファームの設置場所によ

る影響 

ウィンドファームの LC-CO2 排出量評価結果を

図 6.6 に示す。 

陸上設置ウィンドファームの LC-CO2 排出

量 (20MW 、 40MW ともに 26.5g-CO2/kWh) は

2,000kW 風車 1 基を陸上に設置した場合(25.9 

g-CO2/kWh)に比べて、0.6g-CO2/kWh(2.2%)増加す

る。また、着床式洋上ウィンドファームの LC-

CO2排出量は、陸上設置 2,000kW 風車 1 基に比べ

て、9～3%減の 24.0～25.2g-CO2/kWh となった。 

一方、洋上設置浮体式風力発電の場合、LC-

CO2 排出量は陸上設置および洋上設置着床式ウィ

ンドファームに比べて大幅に増加し、約 4 倍の

98.8～102.9g-CO2/kWh の LC-CO2 排出量となった。 

以下に、設置方法毎に LC-CO2 排出量の排出増

減要因をまとめる。 

 

 陸上設置ウィンドファーム 

陸上設置ウィンドファームの場合、風車 1 基を

設置する場合と異なり、連系電圧を高くする必要

がある。風車 1 基を設置する場合には高圧連系で

あるが、ウィンドファームの場合、系統連系技術

要件[19][20][21]に従い、特別高圧で系統と接続す

る必要がある。このため、特別高圧連系用の主変

圧器・開閉器の他、各風車から主変圧器に接続す

るための 22kV 電力ケーブルの投入物量が、風車

1 基を設置する場合に比べて追加的に発生する。

このため、電気設備に関する LC-CO2 排出量が、

約 0.5g-CO2/kWh 増加する。 

また、風車を多数設置する場合も 1 基のみを設

置する場合も、陸上設置では設備利用率は変わら

ないとしたため、単位出力あたりの生涯発電電力

 

注1) 係留チェーン，アンカーはグラフ中の「浮体」に含む。サブステーション浮体は電気設備に含む。 

図 6.6 ウィンドファームの LC-CO2排出量評価結果 
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量は増加しない。このため、設備建設のための投

入物量増加に伴う CO2 排出量増加を、設置する

風車を増やすことにより相殺することはできない。

したがって、風車を 1 基のみ設置した場合に比べ

て、陸上設置ウィンドファームの LC-CO2 排出量

は増加する。 

 

 洋上設置着床式ウィンドファーム 

洋上設置着床式ウィンドファームは、陸上設置

ウィンドファームと同じく、特別高圧連系で系統

と接続する必要があるため、特別高圧連系用の主

変圧器・開閉器が必要となる。また、各風車から

主変圧器に接続するための 22kV 電力ケーブルに

ついては、陸上用と異なり海底ケーブルを用いる

必要がある。海底ケーブルは、陸上用と異なり鎧

装があるため、単位長さあたり重量は陸上用ケー

ブルに比べて大幅に増加する上に、離岸距離分、

ケーブル長が陸上設置の場合に比べて長くなる。

このため、電気設備(主変圧器、開閉器、ケーブ

ル)に関する LC-CO2 排出量は 5.0～5.7g-CO2/kWh

と、陸上設置ウィンドファームに比べて大幅に増

加する。 

設備補修についても、陸上設置に比べて初期投

入物量が増加しているため、設備維持のために毎

年投入される物量が増加する。このため、設備補

修分の LC-CO2排出量は陸上用に比べて 10～18%

増の 6.8～7.2g-CO2/kWh になる。 

しかしながら、洋上設置ウィンドファームの設

備利用率は、陸上設置ウィンドファームに比べて

10 ポイント高い。したがって、生涯発電電力量

が増加するため、風車本体(ブレード・ナセル、

発電機・昇圧変圧器)分の LC-CO2 排出量は 35%

減の 6.4g-CO2/kWh となった。風車用基礎・土木

(ジャケット・杭)は、陸上設置ウィンドファーム

に比べて、投入物量は増加しているが、生涯発電

電力量が増加しているため、風車用基礎・土木に

関する LC-CO2排出量は、43%減の 5.8g-CO2/kWh

となった。 

この結果、洋上設置による投入物量増加による

LC-CO2 排出量増(電気設備、設備補修)に比べて、

洋上設置による設備利用率向上に伴う LC-CO2 排

出量減少(風車用基礎・土木、風車本体)が上回る

ため、洋上設置着床式ウィンドファームの LC-

CO2 排出量も、陸上設置ウィンドファームのそれ

に比べて 5～9%減少する。 

 

 洋上設置浮体式ウィンドファーム 

洋上設置浮体式ウィンドファームの場合、総

LC-CO2 排出量に占める排出量割合が最も大きい

のは、浮体及び浮体係留関連設備の素材投入と、

製造に伴う LC-CO2 排出量である。浮体の製造に

伴う LC-CO2排出量は 77.3g-CO2/kWh と、総 LC-

CO2排出量の 75～78%を占める。陸上設置に比べ

て設備利用率が 10 ポイント高く、生涯発電電力

量が 1 割増加したとしても、浮体の素材分投入量

増加による CO2 排出量増加を相殺することがで

きない。 

また、洋上設置浮体式ウィンドファームは比較

的水深の深い海域に設置されることとなるが、設

置海域の離岸距離が洋上設置着床式ウィンドファ

ームよりも長くなることと、各浮体間を接続する

電力ケーブルも水深が深いため、着床式よりも長

尺の電力ケーブルが必要となる。この結果、電気

設備に関する LC-CO2 排出量も、洋上設置着床式

ウィンドファームに比べて大幅に増加する。浮体

式洋上ウィンドファームの電気設備に関する LC-

CO2 排出量は、着床式に比べて 1.5～2.5 倍の 8.3 

～12.3g-CO2/kWh になる。 

洋上設置浮体式の浮体以外の機器類等の LC-

CO2 排出量合計は 21.5～25.6g-CO2/kWh であり、

陸上設置・着床式洋上設置の総排出量と同一水準

である。 

6.3.2 ウィンドファームの LC-CO2排出量

の感度解析 

本評価の基本ケースでは、参考資料[24]を基に、
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設備利用率は陸上ウィンドファームで 20%、洋

上風力では 30%と想定した。また、耐用年数に

ついては、2009 年評価と同じく 30 年を想定して

評価を行った。 

設備利用率については、事業用としてウィンド

ファームが設置される場合、風況条件のより良い

地点が選好されることが考えられる。設備利用率

が基本ケースの想定以上の場合には、生涯発電電

力量が増えるため、LC-CO2 排出量は減少する。

一方、耐用年数については、参考資料[24]では 20

年と想定されている。耐用年数が短くなった場合

には生涯発電電力量が減少するため、LC-CO2 排

出量は増加する。 

また、洋上設置ウィンドファームについては、

風車の設置台数増加に伴って設置海域が拡大した

場合、水深変化によって係留チェーンやジャケッ

ト、電力ケーブルの投入物量が影響を受ける。し

かしながら、3.8 節(2)にて示したように水深変化

の妥当な振れ幅を想定することは困難である。 

従って、本節では、設備利用率と耐用年数につ

いてのみ感度解析を行い、それぞれの前提条件が

LC-CO2 排出量評価結果に与える影響について検

討を行う。 

 

 耐用年数の違いによる影響 

耐用年数が 0N 年から 1N 年に短くなった場合、

耐用年数の減少に伴い生涯発電電力量は減少する。

この結果、LC-CO2 排出量は増加するが、増加量

は耐用年数変化と線型的には変化しない19)。 
                                                           
 
19) 0i ： 基本ケース 
 1i ： 感度解析 
 iN ： 耐用年数 
 cP ： 建設時資材投入に伴う総 CO2排出量 

mP ： 設備運用に伴う総 CO2排出量 

yrmP , ： 設備運用に伴う年間 CO2排出量 

 iLCCO ,2 ： LC-CO2排出量 

 iQ ： 生涯発電電力量 
 yiQ , ： 年間発電電力量 

 

設備建設時の投入 CO2排出量( cP )は変わらない

ため、生涯発電電力量が 1N / 0N 倍になった場合、

設備建設分の LC-CO2 排出量は 0N / 1N 倍になる。

一方、毎年の設備維持・補修及びこれらの設備の

輸送に際して排出される CO2 排出量( mP )は、耐

用年数が変化しても変化しない。 

耐用年数を基準ケースより 10 年短い、参考資

料[24]と同じ 20 年とした場合の LC-CO2排出量を

図 6.7 に示す。耐用年数を 20 年とした場合、LC-

CO2 排出量は陸上設置ウィンドファームの場合

38%、洋上設置着床式ウィンドファームの場合

35%、洋上設置浮体式風力の場合 47%、それぞれ

増加する。 
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 設備利用率の違いによる影響 

ウィンドファームでは良好な風況条件から、

本評価で想定した設備利用率よりも高い設備利

用率となる場合があり得る。したがって、本項

では設備利用率がそれぞれの設置形態のウィン

ドファームで、基本ケースの想定に比べて 5 ポ

イント高くなった場合に、LC-CO2 排出量に与

える影響について検討を行う。設備利用率に関

する感度解析の検討結果を図 6.8 に示す。 

設備利用率が 5 ポイント増加(陸上設置：

20%→25%、洋上設置 30%→35%)した場合の感

度解析結果を図 6.8 に示す。評価対象のシステ

ム境界中(図 2.1)の各ステージでの投入物量は、

設備利用率の影響を受けない。生涯発電電力量

のみが設備利用率の影響を受けるため、総 CO2

排出量を除する生涯発電電力量の変化が、その

まま LC-CO2 排出量の変化となる。設備利用率

が 5 ポイント増加した場合、陸上設置で 20%、

洋上設置で 14%、LC-CO2 排出量は各々低下す

る。 

 
a)陸上設置ウィンドファーム 

 

b)洋上設置着床式ウィンドファーム 

 

c)洋上設置浮体式ウィンドファーム 

図 6.7 耐用年数が LC-CO2排出量に与える影響 
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7. おわりに 

本報告では、2009 年基準のデータに基づい

て、商用発電技術として活用が期待される技術

を電源別 LC-CO2 排出量評価を実施した。主な

結果は、以下の様にまとめられる。 

① 火力発電技術は、発電用燃料燃焼分[直

接]が LC-CO2排出量の多くを占めるため、

燃料燃焼を伴わない発電技術に比べて

LC-CO2 排出量が一桁かそれ以上大きい

多い。また、発電用燃料燃焼分以外[間

接]による火力発電技術の LC-CO2排出量

は、26～187g-CO2/kWh と発電技術の種

類と使用燃料種によって、差が大きい。 

② LNG 火力(複合 1,300℃級、複合 1,500℃

級)の LC-CO2排出量は、それぞれ 456、

430g-CO2/kWh であり、ガスタービン入

口温度の高温化による熱効率の向上を通

じて、LNG 火力 (複合・従来 )のそれ

(511g-CO2/kWh)と比較して、10～15%小

さい。 

③ 600℃級石炭火力の LC-CO2 排出量は

881g-CO2/kWh であり、高温化による熱

効率の向上を通じて、石炭(従来・輸入

炭)のそれ(966g-CO2/kWh)と比較して 9%

程度低い。 

④ 住宅用太陽光発電(PV)システムに比べて、

事業用 PV システムの LC-CO2 排出量は、

約 20g-CO2/kWh 程度多い。事業用 PV シ

ステムでは、架台・架台基礎用資材・直

交変換装置(PCS)・機器類等の輸送量物

量増加により LC-CO2 排出量が増加する。 

⑤ 風力発電の単機容量の増大は、支持鉄塔

や基礎部コンクリートなど物量の増大な

どにより、少なくとも LC-CO2 排出量に

ついては改善につながらない。 

⑥ ウィンドファームの LC-CO2 排出量は、

洋上設置浮体式ウィンドファームを除
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a)陸上設置ウィンドファーム 
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b)洋上設置着床式ウィンドファーム 
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c)洋上設置浮体式ウィンドファーム 

図 6.8 設備利用率が LC-CO2排出量に与える影響 
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き、燃料燃焼を伴わない陸上単機設置風

力発電や原子力と同程度の LC-CO2 排出

量であった。洋上設置浮体式ウィンドフ

ァームは、陸上設置の基礎に相当する浮

体重量がきわめて大きいため、陸上設置

や洋上着床式と比べて 4 倍程度となる。 
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付録1 原子燃料マテリアルバランス 

(1) 中間貯蔵段階までケース 

a) BWR 

BWR

送電電力量

5,868GWh/年

鉱石 U3O8 UF6 濃縮UF6 濃縮UO2 ウラン燃料 発電燃料

74791[t-鉱石] 127[t-U] 127[t-U] 19[t-U] 19[t-U] 19[t-U] 19[t-U]

採掘 租精製 弗化 濃縮 再転換 成型加工

分離作業量

長期中間貯蔵

19[t-HM]

86.4[t-SWU]

 

b) PWR 

PWR

送電電力量

5,868GWh/年

鉱石 U3O8 UF6 濃縮UF6 濃縮UO2 ウラン燃料 発電燃料

91412[t-鉱石] 155[t-U] 155[t-U] 19[t-U] 19[t-U] 19[t-U] 19[t-U]

採掘 租精製 弗化 濃縮 再転換 成型加工

分離作業量

長期中間貯蔵

19[t-HM]

113.3[t-SWU]

 

(2) リサイクルケース 

a) BWR 
BWR

鉱石 U3O8 UF6 濃縮UF6 濃縮UO2 ウラン燃料

31749[t-鉱石] 54.0[t-U] 54.0[t-U] 8.1[t-U] 13.4[t-U] 13.4[t-U]

採掘 租精製 弗化 濃縮 再転換 成型加工

分離作業量 送電電力量

SF起源U UF6 濃縮UF6 劣化U

33.4[t-U] 33.4[t-U] 5.4[t-U] 0.0[t-U] 発電燃料 長期中間貯蔵

弗化 濃縮 20[t-HM] 20[t-HM]

再処理量 分離作業量

43[t-HM]

SF再処理

SF起源U 分裂性Pu MOX燃料

6.5[t-U] 6.7[t-HM]

成型加工

送電電力量

鉱石 U3O8 UF6 濃縮UF6 濃縮UO2 ウラン燃料 発電燃料

168477[t-鉱石] 286[t-U] 286[t-U] 43[t-U] 43[t-U] 43[t-U] 43[t-U]

採掘 租精製 弗化 濃縮 再転換 成型加工

分離作業量

194.7[t-SWU]

0.21[t-Pu]

5,868GWh/年

13,219GWh/年

36.7[t-SWU]

23.6[t-SWU]
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b) PWR 
PWR

鉱石 U3O8 UF6 濃縮UF6 濃縮UO2 ウラン燃料

23479[t-鉱石] 39.9[t-U] 39.9[t-U] 4.9[t-U] 14.3[t-U] 14.3[t-U]

採掘 租精製 弗化 濃縮 再転換 成型加工

分離作業量 送電電力量

SF起源U UF6 濃縮UF6 劣化U

39.2[t-U] 39.2[t-U] 9.4[t-U] 4.3[t-U] 発電燃料 長期中間貯蔵

弗化 濃縮 19[t-HM] 19[t-HM]

再処理量 分離作業量

42[t-HM]

SF再処理

SF起源U 分裂性Pu MOX燃料

0.0[t-U] 4.8[t-HM]

成型加工

送電電力量

鉱石 U3O8 UF6 濃縮UF6 濃縮UO2 ウラン燃料 発電燃料

200143[t-鉱石] 340[t-U] 340[t-U] 42[t-U] 42[t-U] 42[t-U] 42[t-U]

採掘 租精製 弗化 濃縮 再転換 成型加工

分離作業量

248.1[t-SWU]

0.29[t-Pu]

5,868GWh/年

12,849GWh/年

28.9[t-SWU]

50.9[t-SWU]

 
 

 

付録2 CO2 排出係数 

(1) 国別電力 CO2排出係数 
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b) PWR 
PWR

鉱石 U3O8 UF6 濃縮UF6 濃縮UO2 ウラン燃料

23479[t-鉱石] 39.9[t-U] 39.9[t-U] 4.9[t-U] 14.3[t-U] 14.3[t-U]

採掘 租精製 弗化 濃縮 再転換 成型加工

分離作業量 送電電力量

SF起源U UF6 濃縮UF6 劣化U

39.2[t-U] 39.2[t-U] 9.4[t-U] 4.3[t-U] 発電燃料 長期中間貯蔵

弗化 濃縮 19[t-HM] 19[t-HM]

再処理量 分離作業量

42[t-HM]

SF再処理

SF起源U 分裂性Pu MOX燃料

0.0[t-U] 4.8[t-HM]

成型加工

送電電力量

鉱石 U3O8 UF6 濃縮UF6 濃縮UO2 ウラン燃料 発電燃料

200143[t-鉱石] 340[t-U] 340[t-U] 42[t-U] 42[t-U] 42[t-U] 42[t-U]

採掘 租精製 弗化 濃縮 再転換 成型加工

分離作業量

248.1[t-SWU]

0.29[t-Pu]

5,868GWh/年

12,849GWh/年

28.9[t-SWU]

50.9[t-SWU]

 
 

 

付録2 CO2 排出係数 

(1) 国別電力 CO2排出係数 
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付録3 事業用太陽光発電システムの機器配置想定 

(1) 機器水平配置想定図(1MW システム) 
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付図 3.1 1ＭＷシステム機器水平配置図 
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(2) 機器水平配置想定図(2MW システム) 

接
続

箱
 

接
続

箱
 

接
続

箱
 

接
続

箱
 

接
続

箱
 

接
続

箱
 

列
１

 

列
3 

列
2
4 

1 

1 1 

3 3 

3 

1 1 1 

昇 圧 変 圧 器 

PCS 

接
続

箱
 

9 

PCS 

PCS 

主 変 圧 器 

接
続

箱
 

接
続

箱
 

7
2 

1  

注
)ケ

ー
ブ

ル
条

数
(本

数
) 

 
付図 3.2 2ＭＷシステム機器水平配置図 
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(3) 機器水平配置想定図(5MW システム) 
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付図 3.3 5ＭＷシステム機器水平配置図 
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(4) 機器水平配置想定図(10MW システム) 
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付図 3.4 10ＭＷシステム機器水平配置図 
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付録4  補完係数 

付表 4.1 補完係数表 

ステージ 設備 対応部門名 既知プロセス 補完係数

石炭生産 下記以外すぺて 鉱山土木機械 鉄製造 1.606

扇風機、圧縮機 ポンプ圧縮機 鉄製造 2.284

パイプ 鋼管 鉄製造 0.233

ベルトコンベア 運搬機械 鉄・ゴム製造 1.193

ダンプトラック、他車両 トラック・パス・その他自動車 鉄製造 4.099

原油生産 パイプライン、坑井 鋼管 鉄製造 0.233

ジャケット 鉱山土木機械 鉄製造 1.606

LNG生産 リグ 鉱山土木機械 鉄製造 1.606

パイプライン、坑井 鋼管 鉄・銅製造 0.233

液化設備 化学機械 鉄・銅製造 1.520

核燃料製造 核燃料製造採掘設備 鉱山土木機械 鉄製造 1.606

核燃料製造精製設備 化学機械 鉄・銅・アルミ製造 1.564

核燃料製造弗化設備 化学機械 鉄・銅・アルミ製造 1.485

核燃料製造計装類 電気計測器 鉄製造 8.304

核燃料製造濃縮(構築／国内・遠心分離) 化学機械 鉄・銅・アルミ製造 1.191

核燃料製造濃縮(構築／海外・遠心分離) 化学機械 鉄・銅・アルミ製造 1.256

核燃料製造濃縮(構築／海外・ガス拡散) 化学機械 鉄・銅・アルミ製造 1.191

核燃料製造成型加工設備 化学機械 鉄・銅・アルミ製造 1.564

核燃料製造再処理 化学機械 鉄・銅・アルミ製造 1.433

核燃料製造MOX燃料加工 化学機械 鉄・銅・アルミ製造 1.516

船舶輸送船 鋼船 鉄製造 0.749

鉄道輸送（石炭） 貨車 鉄道車両 鉄製造 1.278

船舶輸送（全発電燃料） 輸送船 鋼船 鉄製造 0.749

トラック輸送（核燃料） 輸送トラック トラツク・パス・その他自動車 鉄製造 4.099

石油精製 塔槽類 化学機械 鉄製造 1.564

配管 鋼管 鉄製造 0.233

計装類 電気計測器 鉄製造 8.304

火力発電 ボイラ ボイラ 鉄製造 1.323

タービン タービン 鉄製造 1.388

復水給水 ポンプ及び圧縮粗 鉄製造 3.088

脱硫 化学機械 鉄製造 1.457

脱硝 化苧機械 鉄製造 1.457

集塵 化学機械 鉄製造 1.457

変電設備 その他の送配電機器 鉄製造 2.218

開閉所設備 開閉制御装置及び配電盤 鉄製造 3.338

揚炭設備 運搬機械 鉄製造 1.207

水力発電 水車・タービン 回転電気機械 鉄製造 2.533

電気 その他の迭配電機器 鉄製造 2.145

水圧鉄管 鋼管 鉄製造 0.152

機械 その他の鉄鋼製品 鉄製造 1.889

原子力発電 原子炉 原動機 鉄製造 1.995

タービン タービン 鉄製造 1.388

補助 化学機械 鉄製造 1.457

開閉所設備 開閉制御装置及び配電盤 鉄製造 3.338

太陽光発電 付帯設備 その他の産業用重電機器 鉄・銅・絶縁材料製造 3.609

ケーブル 電線・ケーブル 銅・熱可塑性樹脂製造 0.902

変圧器 その他の送配電機器 鉄・銅・熱硬化性樹脂製造 1.753

開閉所設備 開閉制御装置及び配電盤 鉄製造 3.338

風力発電 ブレード プラスチック製品 鉄・ガラス繊維・プラスチック4種 0.655

ナセル装置 回転電気機械 鉄・アルミニウム製造 2.454

鉄塔 鋼管 鉄製造 0.152

発電機 回転電気槻械 鉄・銅製造 2.439

操作盤 開閉制御装置及び配電盤 鉄・アルミニウム・銅・熱硬化性樹脂製品 2.214

ケーブル 電線・ケーブル 銅・熱可塑性樹脂製造 0.473

変圧器 その他の送配電機器 鉄・銅・熱硬化性樹脂製造 1.753

運転制御盤 電気計測器 鉄製造 8.304

開閉装置 開閉制御装竜及び配電盤 鉄・碍子・銅製造 3.609

付帯設備 開閉制御装竜及び配電盤 鉄・碍子・銅製造 3.609

地熱発電 タービン及び付属設備 タービン 鉄製造 1.177

発電機及び付属設備 回転電気機械 鉄・銅製造 1.948

主変圧器及び付属設備 その他の送配電機器 鉄・銅製造 1.718

復水器、冷却塔及び付属設備 化学機械 鉄・銅・アルミ・プラスチッウ・セメント製造 0.994

坑口設備 鉱山・土木建設機械 鉄製造 1.400

二相流輸送管 鋼管 鉄製造 0.234

熱水輸送管 鋼管 鉄製造 0.234

軸受冷却水装置 化学機械 鉄製造 1.233

配管パルブ 配管工事付属品 鉄製造 1.333

計測制御装置 電気計測器 鉄製造 8.313

本館電気設備 開閉制御装置及び配電盤 鉄・銅製造 2.673

屋外変電所 開閉制御装置及び配電盤 鉄・銅製造 2.673

通信設備 有線電気通信植器 鉄・銅製造 8.855

送電設備 電線・ケーブル アルミ・碍子製造 3.284

その他雑装置 化学機械 鉄製造 1.564

複水器冷却水施設 化学機械 鉄製造 1.564  
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